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研究概要（様式３） 
【様式３】 

「道路政策の質の向上に資する技術研究開発」（平成 29 年度採択） 

研 究 概 要 

番号 研究課題名 研究代表者 

No.29-2 
対流型地域圏における自動走行システム普及に向

けた新たな道路ストック評価手法 
東京大学 教授 原田昇 

 
中山間地域の人流・物流ネットワークへの自動走行システムの導入・普及を目指し，道の駅を

拠点とする自動運転サービスの実用化を目指した実証実験を通じて，自動運転に対応した道路イ

ンフラと地域の小さな拠点となり得る道の駅が有すべき機能を明確化し，自動走行対応型道路ネ

ットワーク整備計画の立案と，ストック評価のためのデータプラットフォーム及び自動走行対応

型道路の路線計画評価モデルの開発を行うものである． 

１．研究の背景・目的 

近年，公共交通事業者や物流事業者における乗務員の高齢化や人材不足による経営環境悪化等

により，公共交通サービスや宅配サービスの空白地拡大が懸念される状況にある．また，国土の

グランドデザイン 2050 では，急激な人口減少・少子化・高齢化への対策として，生活拠点機能の

「コンパクト化」と地域の公共交通網再構築と高次の都市機能維持に必要な圏域人口の確保を図

る「ネットワーク化」の必要性が示されている． 

現在，技術開発が進められている自動走行技術の「ネットワーク化」への導入は，このような

担い手不足の問題を解決する一方策となると考えられる．ただし，自動走行システムの導入にあ

たっては，一般車両と混在下での交通状況への影響を考慮した効率的なルーティングや専用レー

ンの配置など，従来とは異なる問題を解決するためのネットワークデザインが必要になる．自動

走行時代の道路ストックの最大化に向け，その手法は確立されていない． 

本研究は，中山間地域など担い手不足の懸念される地域の人流・物流ネットワークへの自動走

行システムの導入・普及を目指し，道の駅を拠点とする自動走行サービスを想定した実証実験や

調査を通じて，自動運転に対応した道路インフラと道の駅が有すべき機能を明確化し，自動走行

対応型ネットワーク整備計画を立案するとともに，実証実験や調査により得られたデータに基づ

き自動走行サービスの導入評価・運営支援を行う手法を開発し，これらのデータ及び評価手法を

政策評価・交通計画策定者や運行マネジメント実施者，研究開発者と共有し活用してもらうこと

で自動走行サービス導入・普及を支援する次世代地域モビリティプラットフォームを開発するこ

とを目的とする． 

２．研究内容 

テーマ１：自動走行対応型道路ネットワーク整備計画の検討 

自動走行対応型道路ネットワークの検討に向けて,自動走行に係る技術・研究動向のレビュー及

び企業ヒアリング等の基礎調査,国内外の自動運転サービスの展開に関する調査,自動走行サービ

スの導入にあたって必要となる道の駅及び周辺道路ネットワークの条件等の戦略を検討し,全国

各地域で自動走行サービスのネットワーク構築を検討する際に役立つ基礎資料として「自動走行

対応型道路ネットワーク整備計画検討ガイドライン」を作成した． 

テーマ２：自動走行サービス評価手法の検討 

自動走行サービスの評価手法の開発に向けて,導入効果評価・サービス設計・運営評価に関する

データ収集と評価モデルの構築を行うとともに, 整備計画の投資効率性や事業採算性を適切な評

価を支援するための「自動走行対応型道路ネットワーク整備計画評価・認証ガイドライン」を作

成した． 

テーマ３：次世代地域モビリティプラットフォームの検討 

データ及び評価手法を政策評価・交通計画策定者や運行マネジメント実施者,研究開発者と共有

し活用してもらうことで自動走行サービス導入・普及を支援する「次世代モビリティプラットフ

ォーム」を検討・構築した． 



2 

３．研究成果 

(1) 自動走行対応型道路ネットワーク整備計画の検討 

・ 技術・研究動向に関する基礎調査を行い,国内外の

既存研究等のレビュー,企業ヒアリング,国内外の

自動運転サービスプロジェクトの事例収集及び分

析等を実施し,自動走行サービスの導入・普及に向

けた取り組みを幅広く収集した. 

・ 自動走行サービスの導入エリア・サービスによる

カテゴリと，利用者や道路管理者など自動運転に

関わる様々な立場からのニーズを踏まえて道路ネ

ットワークに必要とされる道路条件，道路施設等

の戦略について検討し，「自動走行対応型道路ネッ

トワーク整備計画検討ガイドライン」を作成した． 

(2) 自動走行サービス評価手法の検討 

・ 評価モデルの整備として，交通・都市活動への影

響評価が計測可能なマイクロシミュレーション，

貨客混載自動走行交通サービス評価モデル等の評

価モデルの手法検討及び構築を行った． 

・ 評価・認証プロセスの検討を行い，その枠組みを

検討するとともに，自動走行対応型道路ネットワ

ーク整備計画評価・認証ガイドラインの構成や具

体の内容を検討し，「自動走行対応型道路ネットワ

ーク整備計画評価・認証ガイドライン」を作成した． 

(3) 次世代モビリティプラットフォームの検討 

・ 次世代型交通計画評価のための基盤となるデータ・コードプラットフォームと,そのデータを

用いたデータ処理ツール,計画・設計評価モデル,サービスモデルからなる「次世代モビリティ

プラットフォーム」を開発した． 

４．主な発表論文 

(1) M.Chikaraishi, S.Fukuyama, H.Yamane, M.Sawa, E.Hato : Estimating willingness-to-pay 
for autonomous pickup services for agriculture products in ruralareas of Japan, ITS AP 
Forum, May 8-10, 2018. 

(2) M.Chikaraishi : (2018) Empirical estimation of temporal utility profiles under 
time-spaceprism constraints, Presented at the 15th International Conference on Travel 
Behaviour Research, Santa Barbara, CA, United States, July 16-19, 2018. 

(3) T.Fuse and N.Yokozawa : Development of a Change Detection Method with 
Low-Performance Point Cloud Data for Updating Three-Dimensional Road Maps, ISPRS 
International Journal of Geo-Information, Vol.6, No.12, 398, 2017. 

(4) 倉内慎也：四国地方における高速道路整備に伴う利用者便益計測に関する考察,交通工学

Vol.54, No.3, 2019. 
５．今後の展望 

・ 本研究では計画の検討及び評価・認証に関する一定のフレームワーク（ガイドライン）を提示

したが，実際のフィールドで活用できるように各種調整と改善が望まれる．また，実際に計画

を立案する際には，自動走行に関する技術の進展，各地域の特性・課題・実現すべき将来像を

十分に議論し，地域へ様々なストック効果が発現する計画となることが望まれる． 

・ 研究開発では，代表的な効果を計測するための評価モデルについて検討・開発したが，プラッ

トフォームに収録するデータや評価モデル等を用いてモデルが発展していくことにより，今回

取り扱っていない効果項目・領域についても計測できるようになることが望まれる． 

６．道路政策の質の向上への寄与 

・ 本研究を通じ,自動走行対応型道路ネットワークの形成促進に向けた考え方や手順が参考とさ

れ,将来必要となる道路投資の計画的な展開に寄与することを期待する. 

７．ホームページ等 無 

次世代地域モビリティ研究会編

⾃動⾛⾏対応型道路ネットワーク整備計画
検討ガイドライン
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シェアサービス

デマンドサービス

シェアサービス

デマンドサービス

鉄道駅 鉄道駅

広域バス

図 自動走行対応型道路ネットワーク 
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道路︓拡幅、部分改良、IC整備、交通安全施設等
拠点︓道の駅・ハブの結節点化・拠点化等
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+
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⽀出 ・事業連携・提携によるコスト削減
・⾃動⾛⾏による⼈件費削減

交通事業に対する「事業採算性評価」

道路投資に対する「投資効率性評価」

新たな便益 B/C
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ストック効果 便益
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事業採算性
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益

図 自動走行対応型道路ネットワーク 

評価・認証の枠組み検討 



3 

第１章 研究の背景と目的 
 
1．1 研究の背景 
新たな国土形成計画（全国計画）は，本格的な人

口減少社会の到来，異次元の高齢化，巨大災害の切

迫等，国土を取り巻く厳しい状況変化のなかで，我

が国がこれからも経済成長を続け活力ある豊かな国

として発展できるか否かの重要な岐路にさしかかっ

ているという認識のもと，2015年から概ね10年間の

国土づくりの方向性を定めるものとして，2015年8

月14日に閣議決定された． 

この中で，国土の基本構想として「対流促進型国

土」が掲げられており，「対流」とは，多様な個性を

持つ様々な地域が相互に連携して生じる地域間のヒ

ト，モノ，カネ，情報の双方向の活発な動きを意味

し，「対流」そのものが地域に活力をもたらし，多様

で異質な個性の交わりや結びつきによってイノベー

ション（新たな価値）を創出するものとされ，個性

豊かな地域の形成により，全国各地でダイナミック

に対流が湧き起こる国土を目指す方向性が示された

（図-1）． 
 

1．2 研究の目的 
近年，我が国の急激な人口減少，少子化，高齢化

は，経済規模の縮小のみならず，公共交通事業者や

物流事業者の乗務員不足などのサービス供給能力の

低下を招きかねない問題に発展しつつある．公共交

通サービスや宅配サービスの空白地の進展は，地域

の個性を活かして対流型国土を形成することへの大

きな障壁となることから，国土のグランドデザイン

2050では，これらの課題への対応として，生活拠点

機能の「コンパクト化」と地域の公共交通網再構築

と高次の都市機能維持に必要な圏域人口の確保を図

る「ネットワーク化」の必要性が示されているとこ

ろである（図-2）． 

現在，技術開発が進められている自動走行技術は，

国土の「ネットワーク化」に向けて，移動サービス

に係る担い手不足を解決する一方策となると考えら

れている．一方で，自動走行システムの導入にあた

っては，一般車両と混在することとなるため，必要

に応じて専用レーンの配置や，モビリティをシェア

し移動する効率的なルーティングなどが必要となり，

走行環境と交通結節点の適切な配置，これらの運用

方法など，新たな視点でのネットワークデザインが

必要になる．また，この自動走行時代を見据えたネ

ットワークデザインは，既存の道路ストックを最大

限活用し，ストック効果の最大化が求められるが，

その手法についても確立が必要となる． 

本研究は，このような認識のもと，都市部はもと

より，中山間地域など担い手不足の懸念される地域

の人流・物流ネットワークへの自動走行システムの

導入・普及を目指し，道の駅を拠点とする自動走行

サービスを想定した実証実験や調査を通じて，自動

運転に対応した道路インフラと道の駅が有すべき機

能を明確化し，自動走行対応型ネットワーク（図-3）

整備計画を立案するとともに，実証実験や調査によ

り得られたデータに基づき自動走行サービスの導入

評価・運営支援を行う手法を開発し，政策評価・交

通計画策定者や運行マネジメント実施者，研究開発

者と共有し活用してもらうことで自動走行サービス

導入・普及を支援する次世代地域モビリティプラッ

トフォームを開発することを目的とする． 

 

 
図-1 「対流」のイメージ：「個性」と「連携」 

 

 
図-2 「コンパクト+ネットワーク」のイメージ 

 

 
図-3 本研究が目指すネットワークの概念 
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第２章 ⾃動⾛⾏対応型道路ネットワーク整備計画の検討 

1．3 研究の概要 
本研究では，人流・物流ネットワークへの自動走

行システムの導入・普及を目指し，以下の研究を行

った．図-4に研究概要図を示す． 
 

(1) 第2章 自動走行対応型道路ネットワーク

整備計画の検討 
自動走行対応型道路ネットワークの整備計画を検

討するにあたっての，技術・研究動向に関する基礎

的な調査を実施した． 
また，道の駅を拠点とした自動走行サービスの導

入可能性を検討するための，道の駅の運営実態調査

を実施した．加えて，自動走行対応型道路ネットワ

ーク整備にかかる計画素案の検討を行い，自動走行

対応型道路ネットワーク整備計画検討ガイドライン

を作成した． 
 
(2) 第3章 自動走行サービス評価手法の検討 
実証実験において標準的な調査や評価が行えるよ

うに調査手法・評価手法を検討するとともに，自動

走行システム導入・運営評価モデルを検討し，評価

モデルの整備を行った． 
また，構築を行った各種評価モデルが広く活用でき

るように自動走行対応型道路ネットワーク整備計画

評価・認証ガイドラインの作成を行った． 
 

(3) 第4章 次世代地域モビリティプラットフ

ォームの検討 
評価プラットフォーム構築に向けた基礎的研究と

して，道の駅に関する行動実態調査，データ・各種

ツールに関する検討，評価プラットフォームの基礎

的仕様の検討を行った．また，基礎的仕様検討を踏

まえ，プラットフォームのサーバー環境の構築を行

い，評価に必要となる各種データや評価システムの

収録を行った． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

図-4 研究概要 

 

第４章 次世代地域モビリティプラットフォームの検討 

第３章 ⾃動⾛⾏サービス評価⼿法の検討 

・⾃動⾛⾏システム導
⼊・運営評価モデルの
検討 

・実証実験の標準
的な調査評価⼿
法の検討 

・評価モデルの整備 
・⾃動⾛⾏対応型道路ネット

ワーク整備計画評価・認証ガ
イドラインの作成 

・プラットフォームの構築 ・プラットフォーム構築に向けた基礎研究 

・技術・研究動向に関す
る基礎調査 

・道の駅運営実態調査 

・⾃動⾛⾏対応型道路ネッ
トワーク整備計画検討ガ
イドラインの作成 

・⾃動⾛⾏対応型道路
ネットワーク整備計
画（素案）の検討 
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第２章 自動走行対応型道路ネットワーク整備計画

の検討 
 

2．1 技術・研究動向に関する基礎調査 
(1) 既存研究等のレビュー 
国内外の自動走行にかかる技術動向や新たなサー

ビス技術・研究動向を明らかにするため，文献や国

際・国内学会等での情報収集により既存研究のレビ

ューを行った． 

 

a)TRBにおける研究動向レビュー 
2018年1月7日から11日まで，米国のワシントンの

ワシントンコンベンションセンターにて開催された

TRB2018(Transportation Research Board (TRB) 97th 

Annual Meeting)1)におけるセッションごとのテーマ

や技術論文の概要をチェックし，自動運転やシェア

リングに関連する動向を把握した．具体的には，MaaS

（Mobility as a Service）の特徴や各地の事例の特

性比較が得られ社会実験や実装化が各国で展開され

ていること，UbigoのMaaS実験結果の報告からMaaS

を５段階に分類していること，今後の技術革命（自

動化，電子化，シェアドモビリティー）を活かすこ

とにより二酸化炭素の排出量を80%削減できると見

込まれていること，2050年までに3Rにより都市の車

両交通コストの削減に向けてライドシェアリングと

再生可能エネルギーは不可欠であるなどの報告を得

た． 

 

b)プラットフォームに関するレビュー 
自動走行システムの普及に向けて必要な評価プラ

ットフォームに関する国内外のレビューを行った． 

Next Generation Simulation（NGSIM）2)は，FHWA

と商業用マイクロシミュレーションソフトウェア開

発者，学術研究コミュニティ，交通シミュレーショ

ンコミュニティとの間の独自の官民パートナーシッ

プであり，商業シミュレーション市場のファシリテ

ーターとしての役割を果たし，官民協調の協力的環

境を促進することによって，データ蓄積と評価ツー

ルとしての商業シミュレーション市場を活性化させ

る役割に寄与している． 

Travel Model Improvement Program(TMIP)3)は，

交通計画と環境意思決定プロセスのニーズに対応し

た分析手法の開発と改善を目指し，分析的ニーズの

特定やツール･技術･手順を開発している．また，計

画機関がトリップデータとその分析手段を開発し，

提供するための能力を有するまでの支援をして，技

術面での支援や，知識と情報の共有を促進する枠組

みを提供している．さらに，人・モノの輸送に関す

る意思決定に関する分析ツールやアプリケーション

の効果的な使用方法を特定し，ベストプラクティス

情報などの提供も行っている． 

 

 

oneTRANSPORTイニシアチブ4)は，新しいインテリ

ジェントモビリティサービスの振興を目的としてお

り，ニューモビリティの出現を妨げている英国の輸

送部門に存在する課題解決を目的に英国政府の要請

に応えて，2013年に策定された．フィールドテスト

は，InnovateUK（英国経産省の諮問会議）の支援を

受け，地方自治体，運輸業界の専門家，Internet of 

Things（IoT）技術提供者，ビッグデータ分析の専門

家からなるコンソーシアムとして2015年10月より活

動を行っている． 

HERE5)は，北米・ヨーロッパで８割のシェアを誇

るナビゲーションシステムの地図提供会社であり，

タグ付けされた位置情報データベースを提供してい

る．Open Location Platform6)と称される，データ・

サービスプラットフォームを展開している． 

CATAPULT Transport Systems7)は，ダイソンレポ

ート「Ingenious Britain：Making the UK the leading 

high tech exporter in Europe」8)，ハーマンレポ

ート「The Current and Future Role of Technology 

and Innovation Centres in the UK」9)において科

学基盤を商業化に結び付ける力が劣るとの指摘を受

けた事を契機として，英国キャメロン首相が技術戦

略委員会(Technology Strategy Board)を通じて，4

年間で2億ポンドの予算立てを行い，全国に技術･イ

ノベーション･センターのネットワークを構築する

テクノロジー戦略である．これらの各センターはカ

タパルト(Catapult)と命名され，その１センターが

Transport systemsセンターを位置づけている．ステ

ークホルダーとの協議を重ねて作成されたこの戦略

では，ユーザー中心の交通サービス及び持続可能な

交通システムの構築や，安全性･セキュリティの向上，

経済的利益の確保，生産性の改善，すべての人のア

クセシビリティ向上などのビジョンが示されている．

またCatapultは，ビジネス界とアカデミック界の連

携を促進し，インテリジェントモビリティの市場導

入をサポートすることなどが盛り込まれている． 

東京大学(羽藤研究室)における行動モデル夏の学

校10)では，社会基盤･建築･都市計画を専門に学ぶ全

国の大学院生・エンジニアや若手研究者を対象に，

都市計画や交通計画で用いられている離散選択モデ

ルの基礎と専門知識の修得を目的に2002年から開催

されている． 

公共交通オープンデータ協議会における東京公共

交通オープンデータチャレンジ11)では，東京オリン

ピック･パラリンピック2020大会において，世界中か

ら多種多様な国籍，年齢，職業，身体特性を持った

来訪者が東京を訪れる事を背景に，世界一複雑とも

言われる「東京」の公共交通を，訪日外国人の方，
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障碍を持つ方，高齢者の方を含む，誰もがスムーズ

に乗りこなせるようにすることを目指し，公共交通

関連データのオープン化を進めている．「東京公共交

通オープンデータチャレンジ」では，首都圏の様々

な公共交通機関のデータを公開し，「東京」を応援す

るアプリケーションやアイデアを募集している． 

総務省のＧ空間プラットフォーム12)では，Ｇ空間

情報と情報通信技術(ICT)を融合させ，暮らしに新た

な革新をもたらすため，関係府省や民間企業，地方

自治体等と連携し，「Ｇ空間×ＩＣＴ」プロジェクト

を平成25年度より推進している．プロジェクトでは，

Ｇ空間情報の円滑な利活用を可能とする「Ｇ空間プ

ラットフォーム」と最先端の防災システムや地域活

性化・新産業創出を実現する「Ｇ空間シティ」を実

施し，先行的な成果が得られている． 

 

c)3次元道路地図に関するレビュー 
自動運転システムの普及に向け必要な3次元道路

地 図 に 関 し て ， 2017 Optical Metrology; 

Videometrics， Range Imaging， and Applications 

XIV13)よりレビューを行った． 

Investigation of indoor and outdoor 

performance of two portable mobile mapping 

systems14)については，図-5のように取得される可搬

式のポータブルレーザスキャナの精度評価を行った

ものである．高頻度に3次元点群データが取得可能な

センサーとして，有用なものである．複数のポータ

ブルレーザスキャナの屋内外における精度評価を行

う事を想定した研究であるが，多数の車両にレーザ

スキャナが搭載されていない現状を踏まえると，3

次元点群データからの変化検出においては，仮想的

なデータを作成し精度検証を行う必要がある．本論

文では，3次元点群のデータスペックや精度向上のた

めのアルゴリズムも検討されており，本研究が対象

とする変化点検出等の検討において多くの示唆を与

えるものである． 

A generic point error model for TLS derived 

point clouds15)については，本論文は，レーザスキ

ャナによる計測において，センサーからの点群デー

タの距離・方向の誤差モデルを検討したものである．

距離・方向の誤差モデルにおいては，水平方向・垂

直方向・方向角において，包括的に誤差評価を行い，

誤差モデルの構築を行っている．3次元点群データか

らの変化検出においては，点群データの誤差の影響

があるため，その精度評価は非常に重要であり，有

用なものである．特に，変化検出においては，空間

を格子上に分割するが，その格子サイズは各方向の

誤差傾向に影響を受ける．また，占有格子法におい

ても，レーザ計測の誤差モデルを導入しているが，

その誤差モデルの検討にも貢献している． 

 

d)3次元計測技術に関する情報収集 
2019年12月2日～3日にフランスのストラスブール

にて開催されたOptical 3D MetrologyWorkshop16)に

参加し，関連研究の動向について情報収集を行った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-5 レーザーセンサーによるスキャニング例 

 

この会議は，3次元計測の方法論に関して討議する 

場であり，国際写真測量・リモートセンシング学会

(International Society for Photogrammetry and 

Remote Sensing)がサポートしている海外である． 

本会議の基調講演では，イギリスのUniversity 

College London(UCL)のStuart Robson教授から“Low 

cost ， high accuracy photogrammetric robot 

tracking in large volume factory spaces”と題し

た講演がなされた．Stuart Robson教授は，3次元計

測分野における世界的権威である．本講演では，ロ

ボットの制御における3次元情報の重要性，及びそれ

らを低コスト，かつ高精度で整備するための方法論

やプロジェクトが説明された．ロボット制御はその

まま車両の制御につながるものであり，本委託研究

で対象としている3次元道路の基盤データの整備手

法について，有用な知見が得られた．もう1件の基調

講演では，スイスのImetric 4D Imaging社のHorst 

Beyer氏から“Photogrammetry and structured light 

for high accuracy data capture in the dental 

industry”と題した講演がなされ，歯学を対象とし

た3次元計測を事例に説明がなされていたが，その変

化形状認識手法は，道路空間の変化認識に対しても

適用可能であり，本委託研究における異常事象・変

化認識手法の開発に重要な情報であった． 

一般論文については，下記の発表が本委託研究を

推進する上で，参考になった． 

まず，道路空間の計測について，“Scanning 

tunnels with two very high-resolution laser 

devices and a stacker”の発表が挙げられる．近年

普及が目覚ましいレーザスキャナ2台を同期させ，ト

ンネル空間の3次元計測を高精度に行うものである．

2台のレーザスキャナは，相対位置を事前に計測する

ことにより，複数計測データの接続処理が効率的に

行うことが可能である．さらに，フーリエ変換を併
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用し，局所形状の特徴を利用したマッチングを行う

ことにより，高精度のデータを作成する．今後，自

動運転のための道路基盤データが必要になるが，そ

れらを効率よく取得するために，有用な技術である．

さらに，計測機器台数を増加させることにより，当

然のことながら，データ量も増加する．本委託研究

で開発したデータ圧縮手法は，フーリエ変換との相

性が良いため，効果的な適用が期待できる． 

本委託研究では，レーザ計測データの取得におい

て，Mobile Mapping System（MMS）を前提としてい

る．MMSは，車両にレーザスキャナ・カメラ・GNSS・

IMUなどを搭載し，車両の走行に伴って3次元データ

を取得するものである．“Theoretical accuracy 

prediction and validation of lowend and high-end 

mobile mapping system in urban， residential and 

rural areas”の発表では，都市部から中山間地にお

ける，高性能機器と低性能機器の精度予測と検証を

行った．高性能機器によれば，非常に高精度な3次元

データの取得ができるものの，そのコストから頻度

の面では課題が残る．一方で，低性能機器によれば，

精度は限定的になるものの，高頻度でデータ取得が

可能になる．さらに，今後の高精度データ取得のた

めの計画にも役立てることができる．道路空間の3

次元データ取得においても，要求精度が存在するが，

高性能・低性能機器それぞれにおいて異なってくる．

前述の通り，MMSは，様々なセンサの組み合わせによ

り成り立っているが，本発表の手法を用いれば，最

終成果品としての精度を事前に推定することが可能

になる（図-6）．さらに，都市部・中山間地などの環

境の相違，絶対・相対精度に対する精度も検証して

いる． 

このように，本発表では，MMS の包括的な精度予

測を可能にした（図-7）．本委託研究で想定するシ

ステムにも本手法は適用可能であり，有用性の高い

ものである． 

 

 
 
図-6 センサを組み合わせた包括的精度予測の枠組み 

 

 

 
 

図-7 精度検証結果(上：低性能機器･下：高性能機器) 
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e)可視化に関するレビュー 
2018年1月17～19日にシドニーで開催された7th 

International Symposium on Transport Network 

Reliability (INSTR 2018)17) に参加して得られた，

自動走行システムの普及に向けた様々な情報の可視

化に関する技術動向を整理した． 

ライドシェアリングの需給バランスの検討を行う

ために，交通系ICカードデータによる公共交通機関

を使用した人流データ及び，Bluetoothセンサーを用

いた車両経路データをそれぞれ縮約し，分析を行っ

ている．分析では，交通系ICカードデータによるOD

情報をもとに，地域を小さなセルに分割し，セル単

位での評価を行っている．このような方法を用いる

ことで，454,986人のバス利用者，235,272経路の車

両軌跡が情報の概略を把握している． 

このようなグラフをもとに可視化を行うだけでな

く，ホットスポットとなる起終点を判別したうえで，

それらの需給を可視化することで，地域ごとの需要

特性の把握を行っている．また，将来的には，ネッ

トワーク構造を分析することで，時空間的な需要構

造を明らかにしようとしている． 

ニューヨークのタクシーシステムのデータを用い

た，ネットワークの可視化を示している．対象のデ

ータは，1日あたり45万トリップ，100万人以上の乗

客がタクシーを利用したデータであり， 2015年2月

の14，025，351トリップのデータを対象としている．

空間を1km2の格子で区切ったうえで，時間帯ごとの

利用を有向グラフで記述している． 

 

(2) 企業等に対するヒアリング 
国内の自動走行にかかる技術動向や新たなサービ

ス技術・研究動向を明らかにするため，企業等に対

するヒアリングを行った． 

 

a)大手建設会社へのヒアリング 
「東京臨海部 Smart Mobility Town 構想」につい

てヒアリングを実施した． 

豊洲地区を中心とした東京臨海部のポテンシャル

は，交通インフラの整備（東京８号線延伸・羽田ア

クセス線・都心部臨海地域地下鉄構想），オリンピッ

ク・パラリンピック施設の整備，大規模開発需要の

高まりなど，極めて高い． 

地域における公共交通の課題については，開発需

要に対応した輸送力の確保（増加交通需要への対応，

輸送力・速達性の高い公共交通機関が通っていない

地区への対応），道路交通混雑への対応（公共交通へ

の転換の推進，物流と人流の双方を考慮した道路空

間の活用），端末交通の普及（シェアサイクルの推進），

交通結節点の確保（乗り継ぎ抵抗の低減），ユニバー

サルデザイン・バリアフリーの推進，計画区域内外

の東京2020大会施設等への対応（新たな恒久施設へ

のアクセス確保，環境先進都市のモデル実現）など，

地域における公共交通の課題が顕在化している． 

「東京臨海部 Smart Mobility Town 構想」として，

交通結節点機能の充実や多様な端末交通及びシェア

リングによるエリア内交通の充実などを目標に，多

様な公共交通の連携や乗り継ぎ等の利用者への移動

手段選択の多様性の提供を考えており，超小型モビ

リティを利用したカーシェアやドア・トゥー・ドア

移動等のモビリティと建物との連携を目指している． 

 

b)大手駐車場管理会社へのヒアリング 
モビリティに関する取り組みやその方向性につい

てヒアリングを実施した． 

国土交通省関東地方整備局東京国道事務所は「道

路空間を活用した小型モビリティによるカーシェア

リング社会実験」を実施しおり，大手駐車場管理会

社が参画していることからヒアリングを行った． 

日本有数の繁華街である東京・銀座では，「とめた

いところに駐車場がない」，「渋滞で目的地まで時間

がかかる」などの，駐車に関するストレスを感じる

ことなく，快適に買い物やお食事を楽しむ手伝いを

する『バレーパーキングサービス』を実施中である． 

また，高速バス停周辺の駐車場にカーシェアリン

グ車両を配備し，高速バスとカーシェアリングの連

携を強化させることで，高速バス利用者の行動圏の

拡大による観光振興や，地域活性化の可能性を探る

『高速バス＆カーシェアリング社会実験』を実施し

ている． 

移動に関する地域ごとの課題に対応した未来のモ

ビリティとしては，域内交通の主な問題として，都

心部ニュータウンや地方部では，公共交通の減少，

タクシー運転手不足や高齢化により地域住民の足が

不足しており，こうした地域ごとの課題に対応した

移動手段の確保として，ニューモビリティについて

研究を進めているところである． 

 

c)経営コンサルタント会社へのヒアリング 
「宮城県石巻エリアをモデル地区とした地域ITS

実証研究，並びにその社会実装」についてヒアリン

グを実施した． 

石巻エリアにおいては，共助のモビリティとコミ

ュニティ形成や，モデル化と新しい地域交通，及び

地域交通間の連携並びに最適化プランの取組みを実

施している．「地域交通情報プラットフォーム」は，

統合するデータとして，人口動態・物流情報・行動

予定（予約情報）・交通機関運行・利用情報，地域拠

点利用情報などであり，それらを，交通連携プラッ

トフォーム，動態予測・交通シミュレーション，小

規模交通網支援システム，高齢世帯向け双方向情報

配信システム，域内決済システム（マイナンバー連

携）などの評価ツール・アプリケーションと連動す

る形を想定している． 

「地域交通情報プラットフォーム」を活用した地

域交通の最適化実証事業，リファレンスモデルの構

築にも取り組んでおり，高齢者（要支援未満），移動

手段を持たない住民，学生・生徒など，移動や生活

に課題を抱える方々の移動支援・買物支援など，地

域活動における拠点（道の駅等）の利活用策として，

地域交通と物流の結節点化，及びモビリティの自動



9 

運転化を目指しているものである． 

 

(3) 国内外の自動運転サービスの展開に関す

る調査 
a)事例データの収集整理の方法 
Webによる調査にて，自動走行サービスに関する展

開事例調査を実施した．展開事例調査はWebにより，

148のプロジェクトの事例を収集した．収集事例は，

調査項目として表-1，表-2に示す項目を設定し，各

事例の情報収集を行った． 

 

b)事例収集の分析 
1)自動走行サービスプロジェクトの開始時期 
各国の自動走行サービスの検討や実装は，2014年

頃より増加し，2018年頃にピークとなっており，サ

ービスの展開はヨーロッパが早く，アメリカ，オー

ストリア，アジアにプロジェクトが広がっている．

サービス展開の予定も3年後の2023年のものが確認

されるなど，長期的な計画に基づくサービス展開が

なされている（図-8）． 

2)自動走行サービスの展開場所 
自動走行サービスの展開場所は都市部が９割，地

方部が１割という比率であり，都市部や地方部のラ

ストワンマイルを支える交通システムへの展開が多

い状況にある（図-9）． 

3)自動走行サービスの車両 
自動走行サービスの車両は，EasyMile minibusが

50％，Navya minibusが27％，その他が23％となって

おり，８割がEasyMile社またはNavya社の車両を利用

している． 

 
表-1 調査項目の整理様式 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
表-2 種別に関する補遺 
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図-8 プロジェクトの開始年と分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-9 プロジェクトの展開場所と分布 

 
(4) 成果報告会を通じた知見の収集 
関連する研究開発プロジェクトにおいて得た知見

を収集・共有することを目的として，土木計画学研

究発表会でのスペシャルセッションへの参加及び成

果報告会を実施した． 

 

第57回土木計画学研究発表会スペシャルセッショ

ン：自動運転システムと次世代地域モビリティ18) 

有村幹治，原田昇・片岡由香・力石真・金森亮・髙

橋清・岸邦宏・萩原亨 

日時：平成30年6月10日(日) 

会場：東京工業大学（大岡山キャンパス） 

主催：公益社団法人 土木学会 

参加者数：100名以上 

 

 

 

 

 

 

 

成果報告会：多様なビッグデータを活用した道路技

術研究開発 

日時：令和元年年2月22日 

会場：東京大学本郷キャンパス 

主催：神戸大学大学院工学研究科市民工学専攻 

井料研究室、 

広島大学工学部第四類社会基盤環境工学プ

ログラム 地域環境計画学研究室 

東京工業大学環境・社会理工学院土木・環

境工学系 福田研究室 

参加者数：100名以上 

 

成果報告会：自動運転社会の実現に必要な道路技術

研究開発 

日時：令和2年2月12日(水)13:00～18:00 

会場：東京大学本郷キャンパス 

主催：東京大学大学院教授 原田昇， 

室蘭工業大学大学院准教授 有村幹治 

参加者数：100名 
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2．2 道の駅運営実態調査 
全国で設置が進められている「道の駅」は，3つの

機能（休憩機能，情報発信機能，地域連携機能）を

有する施設として平成5年から本格的に整備が開始

され，現在では1,100駅を超えるに至っている．近年

では，中山間地域における小さな拠点や自動運転サ

ービスの運用拠点など，地域の拠点としての機能も

期待されている．しかしながら，各道の駅の立地や

施設，運営形態や収支状況等は実に多様であり，全

体像が把握されていない状況にある．また，自動運

転サービスとしても，既存の公共交通の代替・補完

や，集荷・宅配などの物流・生活支援，観光におけ

る周遊促進としての活用など，様々な導入シーンが

考えられると共に，それらに要するコストをいかに

シェアしてゆくのかの検討も不可欠であろう． 

本研究では，道の駅を核とした自動運転サービス

が地域交通の一端を担う可能性を検討するため，全

国の道の駅を対象に実施したアンケート調査を用い

て，どのような地域の道の駅にどのような自動運転

サービスが適しているのかについて基礎的検討を行

うことを目的として調査を行った． 

 

(1) 道の駅プレ調査 
a)プレ調査概要 
アンケート調査票を設計する上で，数件の道の駅

を対象にしたプレ調査では，主に，各道の駅の1）整

備プロセス，2）運営者の組織体制など運営の仕組み，

3)収益の分配方法，4)利用実態，などについてヒア

リング調査を実施した． 

 

b)プレ調査結果 
道の駅Ａ：商工組合が中心となって協同組合を結

成し運営しており，県内の中小企業団体のほか，企

業39団体，個人の出荷者284名で構成されているが，

協同組合は事業主の集まりでもあるので，意見の調

整・とりまとめが難しいことが課題． 

 

道の駅Ｇ：地域の産業振興や兼業農家の収入向上

などを目的に設置が検討され，議員らによる協議会

設立後に整備された．行政出資(行政92％出資，企

業・団体8％出資)の有限会社が運営し，行政に賃料

を支払っているが，労働者不足や後継者不足が課題． 

 

 

 

 

(2) 道の駅の運営に関するアンケート調査 
 

a)アンケート調査実施概要 
本調査では，道の駅1,134駅のうち，登録済みでは

あるがオープンしていない駅や，休止中，積雪など

により閉鎖期間中の駅（計25駅）を除く，1,109駅を

対象とした．調査方法は，全13問のアンケート票送

付による郵送調査にて実施した．調査概要と調査項

目を表-3に示す． 

 

b)アンケート調査結果 
各道の駅周辺や敷地内に乗り入れている公共交通

手段については，路線バスが最も多く，次いでコミ

ュニティバス，高速バスの順となっている（図-10）．

鉄道駅からアクセス可能な道の駅は少なく，公共交

通手段を用いてのアクセスが難しい立地に位置して

いることが推察される． 

道の駅の運営・管理方式においては，最も多かっ

たのが｢指定管理方式｣で，次に｢第３セクター｣，｢(行

政の)直営｣，｢PFI方式｣の順であった（図-11）．また，

指定管理方式のうち，公募か随意契約かについては，

ほとんど差が見られなかった（図-12）．常勤社員の

職員数については，10人以下との回答が47％となり

最も多かった．また，30人以上という回答が12.4％

あり，運営規模については，大規模と小規模との二

極化していると考えられる（図-13）． 

 

c)まとめ 
少数の道の駅において，レンタルサイクルや乗り

合いバスの運行を，地域団体と道の駅が連携してい

るケースが見られたが，多くの道の駅において，利

用者の居住地域からのアクセス方法が自動車利用中

心となっており，地域のモビリティ再編計画と併せ

た拠点化を目指していく必要があると考えられる．

この点については，道の駅が設置されている自治体

を対象に，公共交通の運営実態を尋ねるアンケート

調査を実施するなどして，公共交通運行にかかるド

ライバーの人件費削減としての自動運転システムの

導入や，道の駅を含む交通結節点への端末交通サー

ビスとしての自動運転システムの導入，ならびにそ

れに対する公的資金の投入等を検討する必要がある

と考えられる． 

また，少数ではあるが，周辺地域とのイベント実

施など，地元との連携を有する道の駅が見られた．

しかしながら，連携の内容としては，道の駅が地域

活動の舞台となっており，地域の活動に道の駅関係

者が介入するなどの例は少ない．今後，道の駅を自

動運転運用の拠点として機能させていくためには，

まず道の駅と地域との連携（地域住民が道の駅に日

常的に通う仕組み）が必要と考える． 

 



12 

 
表-3 調査項目 

調査対象 全国の道の駅 1,109 駅 
調査期間 平成 30 年 2 月 16 日発送～3 月 5 日投函分 
調査方法 アンケート郵送調査 

各道の駅の設置者宛に調査票を郵送し，道の駅の運営面に詳しい担当者（駅

長や支配人など）に回答いただくよう依頼 
返信用封筒にて回答（一部メール送付での回答有り） 
回収率：約 45％ 

調査項目 各道の駅の運営に関する項目を中心に全 13 問 
Q1 ：道の駅の名称 
Q2 ：道の駅周辺の公共交通について 
Q3 ：道の駅の来場者について 
Q4 ：道の駅の来場者（リピーター）について 
Q5 ：道の駅の運営方式，常勤職員数，道の駅内の各施設の管理主体・運営

主体・整備主体について 
Q6 ：運営に関する出資者について 
Q7 ：施設の運営・管理費について 
Q8 ：施設の収入について 
Q9 ：農産物等の物販の有無，農産物等の出荷者件数，道の駅への出品方法

や販売手数料，年会費等について 
Q10：地元産品を用いたオリジナルサービスの有無と内容 
Q11：他の道の駅や団体との連携イベント等の有無と活動内容 
Q12：道の駅の運営者が，道の駅以外の事業運営をしているかの有無と内容 
Q13：来客増加のための工夫について 

 
 

3.6%

1.6%

11.6%

51.0%

27.7%

17.3%

14.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

鉄道

船

高速バス

路線バス

コミュニティバス

その他

無回答
(N=249)

 
 

    図-10 道の駅への公共交通手段について       図-11 道の駅の運営・管理方式(複数回答有) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-12 指定管理方式の場合の内訳(複数回答有)            図-13 非常勤職員の人数 

40.7%

42.1%

17.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

公募

随契

無回答
(N=145)

13.3%

26.9%

58.2%

0.8%

5.6%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

直営

第3セクター

指定管理方式

PFI方式

その他

無回答 (N=249)

0人

2.4%

1～10人

47.0%

10～20人

22.5%

20～30人

10.8%

30～40人

6.4%

40～50人

2.8%

50人以上

3.2%

無回答

4.8%

(N=249)
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2．3 自動走行対応型道路ネットワーク整備計

画（素案）の検討 
平成29年度に整理した自動走行サービスの導入エ

リア・サービスによるカテゴリと，利用者や道路管

理者など自動運転に関わる様々な立場からのニーズ

を踏まえて，道路ネットワークに必要とされる道路

条件，道路施設等の戦略について検討し，自動走行

対応型道路ネットワーク整備計画(素案)を作成した． 

自動走行対応型道路ネットワーク整備計画（素案）

の作成にあたっては，官民ITSロードマップ19)など

様々な既存文献をもとに，自動走行サービスの事業

区分や，デバイス，実現フェーズ等の情報を整理し，

それらを元に，適用エリア・分野毎，実現フェーズ

毎に，メリット(期待される効果)のあるデバイス・

サービスを提案し，同時にデメリット(新たに生まれ

る課題)を挙げ，自動走行システムを運行する上で新

たに必要となる環境整備の内容(情報/道路条件・道

路施設/プロトコル：地域ルール等)を整理した． 

 

(1) ベースとなる情報の整理 
運転には，ドライバーが全ての運転操作を行う状

態（レベル０）から，自動車の運転支援システムが

一部の運転操作を行う状態（レベル１～レベル２），

ドライバーの関与なしに走行する状態（レベル３～

レベル５）まで，自動車の運転へのドライバーの関

与度合の観点から，表-4に示す自動運転レベルが定

義されている． 

 

 

a)自動運転システムによる社会的期待 
自動運転システムは，今後すぐに世の中に普及す

る訳ではないものの，表-5に示す通り，今後10～20

年の間にも急速な普及が予想されており，これに伴

い今後社会に対して大きなインパクトを与える可能

性がある． 

 

b)自動運転システムを巡るデータ･アーキテ

クチャー 
自動運転システムにおいては，表-6に示すような

自動車の周辺情報等の多数のデータを様々な方法に

より収集し，自動車の操作に活用することとなる．

情報収集に係る技術の種類の観点から，「モバイル

型」についても，広義の「協調型」に含めた(なお，

明確な定義はないが，「モバイル型」に加え，「路車

間通信型」，「車車間通信型」を活用する自動車を，

「コネクテッドカー」と呼ぶ場合あり）．一方，「モ

バイル型」と，「路車間通信型」，「車車間通信型」に

ついては，リアルタイム性に加え，普及戦略の在り

方が全く異なることから，本文章においては，以下，

「協調型」とは，原則，「モバイル型」を除き，「路

車間通信型」，「車車間通信型」を指す． 

 

c)交通関連データの流通基盤の今後の方向性 
今後，自動運転システムの進化に伴い，これらの

データに係る民間の入手状況，ニーズの有無を踏ま

えつつ，これらのデータを用いてダイナミックマッ

プの効率的な維持・管理が実現されていく方向性が

検討されている． 

 
表-4 自動運転レベルの定義の概要 
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表-5 自動運転システムの市場化・サービス実現期待時期 

 
 

表-6 安全運転支援システム・自動運転システムの情報収集技術の種類 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(2) 自動走行対応型道路ネットワーク整備計

画(素案)の検討 
自動走行サービスの導入エリア・サービスによる

カテゴリと，利用者や道路管理者など自動運転に関

わる様々な立場からのニーズを踏まえて，道路ネッ

トワークに必要とされる道路条件，道路施設等の戦

略について検討し，自動走行対応型道路ネットワー

ク整備計画（素案）を作成した． 

自動走行対応型道路ネットワーク整備計画（素案）

の検討手順は，表-7に示す4つのカテゴリに分類し，

自動走行に関する情報として整理し，適用エリアに

おける自動走行サービスの実現フェーズ毎に，効果

が期待されるデバイスやサービス（メリット）を抽

出した．次に，抽出された各デバイス・サービスに

ついて新たに生まれる課題（デメリット)を挙げ，自 

 

動走行システムを運行する上で新たに必要となる環

境整備を以下の分類で整理した． 

・情報 

・道路条件･道路施設 

・プロトコル(地域ルール等) 

これらの検討を集約し，エリアごとのサービスと

その実現時期，必要となる情報，道路条件・道路施

設，地域ルール（プロトコル）を集約した，自動走

行対応型道路ネットワーク整備計画(素案)を図-14，

図-15のように取りまとめを行った． 

以上の素案を基に検討を進めて，自動運転に対応

した道路インフラ（図-16）と道の駅が有すべき機能

（図-17）を明確化するとともに，各地域の自動走行

対応型ネットワークのあり方として，図-18，図-19，  
 

表-7 自動運転に関わる情報の分類カテゴリ 
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図-14 自動走行対応型道路ネットワーク整備計画（素案） 

 
図-15 自動走行対応型道路ネットワーク整備計画（中山間地域抜粋素案） 
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図-20，図-21に示す各地域の整備計画のイメージを

整理した．なお，各地域の整備計画の素案は，無人

で運行可能となるレベル４，レベル５による将来の

自動走行サービスの中長期的なあり方を示しており，

サービスの導入に当たっては，地域に必要となるサ

ービスや技術の動向を踏まえつつ，ロードマップを

策定し，順次導入していくことを想定している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-16 自動運転に対応した道路インフラ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-17結節点としての道の駅が有すべき機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-18 都市におけるネットワーク整備計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-19 オールドニュータウンにおける 

ネットワーク整備計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-20 中山間におけるネットワーク整備計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-21 広域におけるネットワーク整備計画 
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2．4 自動走行対応型道路ネットワーク整備計

画ガイドラインの作成 
(1) 目的 

a)はじめに 
自動走行対応型道路ネットワーク整備計画（素案）

に基づき，全国各地域で自動走行サービスのネット

ワーク構築を検討する際に役立つ基礎資料として自

動走行対応型道路ネットワーク整備計画ガイドライ

ンを別冊の資料として作成した． 

 

b)自動走行対応型道路ネットワーク整備計画

の位置づけ 
我が国は地域特性が多様で，エリア毎に交通体系

も異なるため，抱える移動課題も多岐に渡る．例え

ば，都市地域では，日常的な交通渋滞や，ラストワ

ンマイル移動手段が徒歩等に限定されるなどの課題

が挙げられる一方で，中山間地域では，公共交通の

利便性・事業性が低下し高齢者の移動手段の確保が

難しくなっているなどの課題が挙げられる． 

地域公共交通の維持・改善は，これらの交通分野

の課題解決のみならず，まちづくり，観光，更には

健康，福祉，教育，環境などのクロスセクターで大

きな効果をもたらすことが期待20)されるが，地域が

抱える課題は様々であるため，解決すべき課題が異

なれば，地域における公共交通の“必要性”や“あ

り方”も異なるものと考えられる． 

これまで公共交通計画は，行政が策定する公共交

通の計画に対し，民間事業者がその実現を担う役割

が大きかったが，国土交通省発出の「地域公共交通

網形成計画21)及び地域公共交通再編実施計画22)作成

のための手引き」を踏まえると，今後は地域の総合

行政を担う地方公共団体が中心となって，地域戦略

の一環として持続可能な公共交通ネットワークの形

成を進める必要性が高まるものと考えられる． 

一方，急速に技術開発が進展している自動運転技

術は，人間による運転と比べて，より安全で円滑な

運転を可能とし，将来的には，我が国で生じている

道路交通に関する様々な課題を解決することが期待
23)され，その活用を前提とした公共交通の計画立案

が必要となる．地域公共交通の維持・改善を目的と

して地域公共交通網形成計画及び地域公共交通再編

実施計画を策定するにあたっても，バスやタクシー

などの公共交通車両を用いた自動走行サービスは，

新たな公共交通手段の選択肢として大きな期待が寄

せられる．このため，これらの車両の自動走行サー

ビスを支援する自動走行ネットワークの導入を促進

することは，地域公共交通の維持・改善効果に寄与

する役割を果たすと考えられる． 

「自動運転に対応した道路空間に関する検討会

（中間とりまとめ）」24)では，「自動運転車が安全で

円滑に走行するために必要とされる区間や箇所に，

インフラ側が先行して対応することにより，自動運

転技術の開発や実社会への導入を促進させることも

できる」と示唆している．これに対し，一般的に道

路整備をはじめとしたインフラ整備は，整備に関す

る計画から供用までに至る時間を要する性質があり，

自動走行サービスの導入・普及に向けては，それぞ

れの地域課題に応じ，地域公共交通の維持・改善に

必要なネットワークの整備を，計画的に進めること

が必要と考えられる．この際，事前に自動走行対応

型道路ネットワーク整備計画の策定を行うことで，

自動走行対応型道路ネットワークの適切かつ着実な

整備の実現が期待できる． 

また，自動走行対応型道路ネットワーク整備計画

の検討にあたっては，「自動走行サービスの導入・普

及を行おうとする整備計画策定者」，「自動走行サー

ビス運行マネジメント実施者」，及び，「関連する政

策評価者」は，自動走行対応型道路ネットワーク整

備計画を立案する際の検討手順を共有し，検討の効

率化と検討内容の精緻化の両面を行う必要があり，

本ガイドラインがその計画立案プロセスの一助にな

るものと考えられる． 

 

(2) 自動走行型道路ネットワーク整備計画ガ

イドライン 
自動走行対応型道路ネットワーク整備計画検討ガ

イドラインは，図-22 に示す手順にて検討を進める

ものとし，ガイドラインとしては，「検討ガイドライ

ン」(本章にて詳述)及び「評価・認証ガイドライン」

(第 3 章にて詳述)の 2 分冊で構成するものとした．

これらのガイドラインは，本研究での調査，分析や

実証実験を通じた実例を交えながら体系的な整理に

留意し作成した． 

 

(3) 検討ガイドライン 
検討ガイドラインでは，図-23 に示す検討プロセ

スの通り，計画を行うエリア設定を行い，地域課題

の把握を行い，地域課題に対応する整備計画を新た

に作成するプロセスとして定義し，計画者はこのプ

ロセスに則り，計画の策定事を想定している． 

a)エリア分類の選定 
整備計画の対象地域を大きく都市部と地方部に大

別した上で，さらに①都市地域，②オールドニュー

タウン，③中山間地域，④広域に区分する．検討主

体は，自動走行対応型道路ネットワークの整備を考

えている対象地域に適合するエリアをこれらのエリ

ア分類の中から選定し計画を立案する． 

 

b)地域課題の把握 
ガイドラインに記載するエリア分類別の地域課題

イメージを参考に，計画を検討しているエリアの地

域課題として，地域実態を把握するための調査等を

行い，地域課題に対応した計画に反映させる必要が

ある．計画エリア毎の代表的な地域課題を把握する

ための調査項目，調査手法について，表-8に示す． 

 

c)自動走行ネットワークの設定 
公共交通ネットワーク体系の構成要素は，表-9に
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・自動走行ネットワークの設定

・自動走行サービスの設定

・道路空間整備項目の設定

・運営体制・オペレーションの設定

・ロードマップの作成

整備計画の評価

・エリア分類を踏まえた評価モデルの選定

・各モデルを用いた評価の実施

整備計画の策定

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
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要再設定

・認証シートの作成・提出

整備計画の認証

社会実装へ

・対象地域が適合するエリアの選定
（都市地域・オールドニュータウン・中山間地域・広域）

・地域課題の把握および地域課題の解消を
見据えた走行ルート計画への反映

地域課題の把握

計画エリアの選定

検
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ガ
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図-22 自動走行型道路ネットワーク整備計画ガイドラインの構成 

 
図-23 自動走行型道路ネットワーク整備計画「検討ガイドライン」における検討プロセス 



19 

 
表-8 都市地域の地域課題把握手法 

 
 

表-9 公共交通ネットワークの分類 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

表-10 自動走行サービス導入における車両別の課題 
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示す通り，各サービスがカバーする移動距離や輸送

能力から，広域交通，域内交通，ラストワンマイル

交通の3種類から設定することとし，地域の移動実態

に即したネットワーク化の検討を行う． 

 

d)自動走行サービスの設定 
ネットワークの設定後，ネットワークの要件に応

じたサービスを選定する．各公共交通サービス(基幹

バス，広域バス，路線バス，シェアサービス，デマ

ンドサービス，貨客混載サービス)の選定は，必要と

される車両性能要件(移動距離，輸送力，速度，戸口

性)及びコストに関する要件(初期コスト，維持コス

ト，必要な道路設備整備等)に基づき車両を選定する． 

 

e)道路空間整備項目の設定 
自動走行サービスの導入には，道路空間及び車両

技術上，様々な課題が発生する．これらの課題につ

いては，各地の自動運転導入に向けた実証実験にお

いて明らかになってきており，表-10に自動走行技術

をサービスに適用した際の課題を整理する． 

自動運転技術は近年の技術革新により日々急速に

進化しているもの，現状の技術レベルで自動走行サ

ービスを導入すると，様々な道路環境及び車両技術

上の課題が発生することが予想される．自動走行サ

ービスの導入における道路環境課題としては，他の

車両との関係性に起因する要因，走行阻害要因，認

知に関する要因等が考えられる． 

自動走行サービス導入に際し必要となる道路環境

整備としては，路車間通信環境整備，結節点整備，

道路環境整備が挙げられる． 

 
 

f)運営体制・オペレーションの設定 
導入する自動走行公共交通サービスを運営する主

体と，運営をサポートする主体をそれぞれ設定する．

運営に際して，地域の路線バス，貸し切りバス，タ

クシー等の運行を行う交通事業者は大きな役割を果

たすことが期待される．また，地方行政は地域全体

の中央行政との協議を行いながら，補助金等を活用

し総合交通体系の観点から，同じく大きな役割を果

たすことが期待される．そのほか，地域施設・企業

においては病院や学校，商店等の送迎サービスが現

存する可能性があり，それらのサービスとの連携も

期待できる． 

また，中間運営組織の設立を新たに行うことで，

各関係主体からのサポートを受けながら，自動走行

公共交通サービスの運営を一括で行う方法も検討さ

れる． 

更に，自動走行公共交通サービスのオペレーショ

ン内容として，通常の公共交通とは異なる特有のオ

ペレーションが必要となる．自動走行サービスを運

営していく上では，計画した運営体制に沿って，各

関係主体が行うオペレーションについて設定を行う． 

 

g)ロードマップの作成 
立案した整備計画の実現に向けて，必要とされる

環境整備や，導入可能な自動運転技術レベルを考慮

し，時系列で施策の展開時期を整理するロードマッ

プの作成を行う．作成例を図-24に示す． 

なお，作成したロードマップは，自動運転技術並

びに必要とされる環境整備に係る道路技術について，

国内外の新たな産業・技術動向等の進展を踏まえ，

必要に応じて実情に即して修正を行い，計画の実装

状況に関するPDCAサイクルに組み込む事が望ましい．

  

 
図-24 ロードマップの作成例 
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第３章 自動走行サービス評価手法の検討 
 

3．1 実証実験の標準的な調査・評価手法の検

討 
(1) 実証実験の標準的な実施・評価手法の検討 
自動走行サービスの導入効果を検証するために，

施策と効果の体系(表-11)や実証実験における標準

的な調査体系(表-12)について整理を行った． 

 

(2) 実証実験に関する基礎的調査・検討 
a)オールドニュータウンにおける移動サービ

スの導入に向けた検討 
名古屋圏の代表的なオールドニュータウンである

高蔵寺NTでの自動運転サービスの受容性を把握する

ことを第一目的に，2つの住宅団地で自動運転デマン

ド交通実証実験と自動運転ラストマイル実証実験の

実施概要（図-25）とアンケート調査結果を整理した． 

平成29年度に実施した住民アンケート調査では，

デマンド交通サービスへの期待度は高く（図-26），

ニュータウン内の路線バスなど既存交通システムと

の連携もできるよう多様なサービスを提供できる自

動運転車両の開発が求められており，また乗車体験

を通じて技術信頼度を理解してもらい，普及への受

容性を醸成することが効率的である事を確認した． 

加えて，高齢者の移動支援などへの期待も大きく，

共同利用方式や保有方式の両方から利用者ニーズを

丁寧に把握し，公共交通システムの一端を担える新

たなサービスとして今後も検討していく必要がある

ことも実験結果を通じて確認した． 

 

表-11 自動走行サービスの導入における施策と効果の体系 
施 策

社会的な効果 効果の帰着先
区 分 内 容 施策パフォーマンス

１．生活の足の確保に
向けたサービス

地域モビリティ運行の
自動化・デマンド化

ドライバー不要
ドライバー不足の解消

行政
運行収支の向上

フリークエンシー向上 地域内での外出利便の向上 地域居住者

運転免許不要 地域内での外出機会の増加 地域居住者

時間信頼性向上
バス利用ニーズに応じたルートの最適化 行政

バス利用待ち時間の低減（余裕時間の増加） 地域居住者

地域モビリティと
広域バスの接続 接続シームレス化

最寄中心都市等域外への外出利便の向上 地域居住者

最寄中心都市等域外への外出機会の増加 地域居住者

２.地域物流の確保に
向けたサービス

地域モビリティによる
物流の自動化・デマン

ド化

ドライバー不要
ドライバー不足の解消 地域物流事業者

物流コストの低減 地域生産者、関連事業者

時間信頼性向上
荷物需要に応じたロジスティクスの最適化 地域物流事業者

荷受取待ち時間の低減（余裕時間の増加） 地域居住者

集荷配送効率向上 地域内での生産者・事業者間の流通の効率化 地域生産者、地域関連事業者

地域物流と広域物流
の接続 集荷配送効率向上 広域での生産者・事業者間の流通の効率化 地域内外生産者、地域内外関連事業者

３．観光活性化に向け
たサービス

地域モビリティ運行の
自動化・デマンド化

フリークエンシー向上 観光地滞在時間の増加

来訪者、地域観光事業者、行政デマンド対応 観光周遊利便の向上

地域モビリティと
広域バスの接続 接続シームレス化 広域移動のスムーズ化

４．道の駅でのビジネ
スモデル構築に向け
たサービス

地域物流の自動化・デ
マンド化

集荷配送
効率向上 道の駅での特産品販売の拡大 地域生産者、地域関連事業者、行政

５．都市型道の駅によ
る地域防災計画

地域モビリティ運行の
自動化・デマンド化 デマンド対応

地域内での避難行動の迅速化
地域居住者

地域内での救援物資供給の迅速化

６．都市型道の駅によ
る回遊の活性化

バレーパーキング
システムの導入

駐車場検索不要

都心部への来訪利便性の向上

来訪者、地域商業事業者都心部の回遊性の向上

消費行動時間の増加

駐車場利用の適正化（料金収入の増加） 地域駐車場事業者

路上駐車台数低減
都心部の自転車・歩行者の交通安全の向上 来訪者

荷捌き利便の向上 地域物流事業者  
 

表-12 実証実験における標準的な調査体系 
項目 調査項目 調査により取得するデータ 調査ツール

道路
・交通

①道路構造
②道路管理
③混在交通対応

ビデオ映像（前方・後方・車内 ・ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ撮影ﾃﾞｰﾀ ビデオ映像（ドライブレコーダー、カメラ）

センサ情報（LiDAR検知情報、可視光ｶﾒﾗ検知状況）
レーザセンサ

可視光カメラ

人の介入に関する情報（ﾏﾆｭｱﾙ操作介入情報、緊急停止ﾎﾞﾀﾝ使用情報 運行記録

GPS情報（位置情報・速度情報・受信感度） GPSセンサー

ブレーキ情報（自動ブレーキ） 車両情報

3軸加速度情報（前後、左右、上下のG） GPSセンサー

点群データ レーザセンサ

地域
環境

気象条件
通信条件

天候データ 天候記録

コスト 車両コスト等 車両コストデータ

社会
受容性

輸送サービスの受容性 アンケートデータ モニターアンケート

周辺交通への影響、自
動運転技術への信頼

アンケートデータ 近隣住民アンケート

自動運転技術への信頼 アンケートデータ ドライバーアンケート

地域への効果 アンケート・ヒアリングデータ 住民・事業者アンケート・ヒアリング

行動調査
行動ログデータ スマホアプリ・GPSﾛｶﾞｰ

ダイヤリーデータ ﾀﾞｲﾔﾘｰ調査

点群調査 点群データ レーザセンサ

QOL調査
インタビューデータ インタビュー

アンケートデータ アンケート  
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図-25 高蔵寺ニュータウンにおける検討概要 

 

 
図-26 デマンド交通が実現した場合の利用意向 

 

b)都心部におけるバレーパーキングの導入に

向けた検討 
札幌大通地区は，通過型及びアクセス型の交通が

流入する都市構造となっており，慢性的な交通渋滞

が発生している．また，駐停車車両も多く自転車の

歩道走行の助長，バス利用者の安全性低下等が課題

となっている．そこで，アクセス型自動車交通流入

の削減を目的としたバレーパーキングと自動走行シ

ェアリング車両の導入による効果把握の基礎検討と

して，自動車での来街者を対象とした利用意向と行

動調査を実施した．調査はバレーパーキングの事業

性検討の基礎データ収集として，自動車利用の来訪

者の消費傾向，来訪動機，駐車場選択と都心部移動，

バレーパーキングの利用意向と価格感度についてア

ンケート調査を行う(図-28)とともに，商店街が実施

する共通駐車券事業との連携に向けた基礎データ収

集として，共通駐車券利用者の周遊動向等について

調査を行った（図-29）．調査結果として，①都心部

のフリンジに位置する大通地下駐車場においても都

心部への周遊が十分に発生し（図-27），②公共交通

に比べたアクセス性，荷物や子供を伴う移動の利便

性が車での来訪動機の上位を占め，都心部からやや

外れたフリンジの位置にバレーパーキングする場合

でも，一定の需要が見込まれることを確認した．ま

た，③一つの駐車場から2件以上の商業施設を訪問す

るものが半数以上であり回遊性があること，④駐車

場選択においては，買い物での割引サービスが重視

されていること，⑤駐車場の利用時間は，3時間以内

の利用が約8割を超えることなどの知見を得た．以上

より，商店街が展開する共通駐車券事業との連携に

より，バレーパーキングの受容性が増す可能性が示

唆された． 

 
図-27 GPSロガーデータから見る周遊実態 
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図-28 バレーパーキングの事業性検討に向けた基礎データの収集概要 

 

 
図-29 共有駐車券事業との連携による受容性検討と周瑜実態調査の概要 
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c)道の駅に関する行動実態調査 
国土交通省が2017年度に実施した自動運転実証実

験25)に合わせ，(1)地域の拠点としての道の駅の実態

把握，(2)自動運転サービス導入による道の駅の拠点

性への影響評価を目的とした一週間の行動実態調査

を行った． 

選定した道の駅は，国土交通省が2017年度に自動

運転実証実験を行った13カ所の道の駅から選定した

道の駅であり，予算制約，地元自治体の協力等を考

慮して最終的に下記4カ所(図-30)を選定した．被験

者は当該道の駅の近隣住民とした． 

・島根県：道の駅 赤来高原 

・熊本県：道の駅 芦北でこぽん 

・秋田県：道の駅 かみこあに 

・北海道：道の駅 コスモール大樹 

本調査の表-13に示す調査項目としたが，関心は，

(1)地域内でどの程度お金が循環しているか（地域経

済循環），(2)道の駅においてどの程度地元農作物の

取引があるか（地産地消），(3)周辺環境が道の駅の

利用にどのような影響を及ぼすか，(4)農家の方はど

のような農作物をどの程度道の駅に卸しているか，

といった点にあるため，農家の方のサンプルが一定

程度確保されるように配慮した．  

行動実態調査では，紙面による一週間の行動ダイ

アリー調査を実施した．ただし，最大30世帯に対し

てはGPSロガー(又はスマートフォン)を貸与し，移動

履歴情報についても併せて収集した． 

また，調査結果概要としては，コスモール大樹に

おいては農業従事世帯が少ないこと，かみこあにに

おいては回答者数が少ないことに起因して農業従事

世帯のサンプルサイズが小さくなっている（図-30）． 

集荷サービス利用意向の分析では，過疎地域にお

ける拠点として道の駅が重要な役割を果たしている

ケースが散見される．とりわけ道の駅に設置される

農産物の直売所は，地域経済の活性化の観点から重

要な役割を果たしているといえる．本研究では，農

産物の直売所への出荷を後押しする施策として農作

物集荷サービスに着目し，農業従事者の本サービス

への支払意思額を推計する．特に，(1) 自動運転車

の社会実装が近づきつつある現在，こういったサー

ビスで大きな人件費をかけずに集荷サービスを提供

できる可能性が高まっていること，(2) 貨客混載型

のサービス形態を採用することにより，需要不足に

悩まされていた公共交通サービスを維持できる可能

性が高まること（すなわち，貨客混載型の交通サー

ビスを採用することにより，人に対する公共交通サ

ービスを改善することができる可能性が高まるこ

と），を踏まえると，農作物集荷サービスを導入する

意義は大きいと考えられる． 

農家の農作物集荷サービスの利用意向は，価格や

最大積載量，予約システムといったサービス水準だ

けでなく，どのような農作物を育てているか，自動

車を何台保有しているかといった要因にも影響を受

けると考えられる．以下，本研究において考慮する

影響要因について整理する． 

まず集荷サービス自体のサービス水準については，

価格，一回当たり最大積載量，予約システム（何時

間前までに予約する必要があるか）の３つを考慮す

る．集荷サービス需要の価格に対する弾力性の推定

はとりわけ重要であり，例えば貨客混載サービスを

デザインする場合の収益計算に直結する． 

重量が大きくても売り上げが小さい農作物と，重

量が小さくかつ単価の高い農作物では，集荷サービ

スや最大積載量に対する感度が大きく異なると考え

られる．また，傷みやすい農作物とそうでない農作

物で集荷サービスの利用意向は大きく異なることが

想定される． 

 

表-13 調査項目 

 
 

 

 
図-30 調査結果概要 
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3．2 自動走行システム導入・運営評価モデル

検討 
(1) はじめに 
自動走行システム導入やその運営評価を行うモデ

ルを検討して，都市部の都心部，オールドニュータ

ウン，地方部の中山間地域，広域のエリア区分に対

応する評価モデルを構築した．また，エリア区分ご

とにスタディエリアとしてフィールドを設定し，実

際の地域の実情に応じた計画やサービス内容を検討

し，対象フィールドにおける調査データに基づく評

価モデルやツールの構築を行い「自動走行対応型道

路ネットワーク整備計画」を成立させるために役立

つ評価に役立てる事を目的に整備した（図-25）．ま

た，本研究では開発した評価手法の体系的な整理を

行い，道の駅を拠点とする「自動走行対応型道路ネ

ットワーク整備計画」の評価・認証を行うことも目

的とするため「評価・認証ガイドライン」を作成し

た．評価を行う際には，自動走行システムの導入に

よる効果を明確化する必要があることから，図-26

に示すようなエリア区分毎に自動走行サービスが導

入された際の代表的な効果項目の検討についても行

った． 

 

⾼蔵寺ニュータウン

飯南町
（道の駅⾚城⾼原）

フィールド

オール
ド
NT

広域

中⼭間
地域

南⼗勝地域
（道の駅コスモール⼤樹）
※有村プロジェクト

都
市
部

地
⽅
部

東京臨海部都⼼部

・鉄道
・路線バス
・シェアデマンド

・路線バス
（貨客混載）

・シェアデマンド
（貨客混載）

・道の駅活⽤

サービス

・広域バス
・路線バス
・シェアデマンド
・道の駅活⽤

・鉄道
・基幹バス
・路線バス
・シェアデマンド

・デマンドサービス
オペレーション
モデル

・⾃動⾛⾏貨客混載
サービス評価
モデル

評価モデル

・広域バス
・路線バス
・シェアデマンド
・道の駅活⽤

・⾃動⾛⾏交通
サービス評価
モデル

－

・持続可能な運営体
制のあり⽅

運営体制

・持続可能な運営体
制のあり⽅

－

基盤

⾃動運転の実現性
を⾼めるための
基盤技術開発

①３次元道路地図
の変化箇所検
出・形状認識

②３次元点群デー
タを効率的に圧

縮する⼿法

－

－

－

－

 
図-31 自動走行サービス評価手法検討の枠組み 

 

 
図-32 自動走行サービス評価手法の体系的整理 
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(2) 評価モデルの整備 
a)交通・都市活動への影響評価が計測可能な

マイクロシミュレーション 
・背景と課題 

主に都市部･都市地域での自動走行サービス導入

及び自動走行対応道路ネットワーク整備が，交通･

都市活動に及ぼす影響を評価するための手法を，対

象フィールドを東京臨海部として開発した． 

東京臨海部を例に，本項で提案する手法の目的と適

用イメージを説明する．図-33に示すように，東京臨

海部では，既存公共交通の駅構内の混雑や環状方向

の輸送力の不足，慢性的な交通渋滞，駅までの歩行

距離の長さと駅周辺歩道の混雑が現状で問題になっ

ており，さらに居住者・就業者の増加傾向から将来

的な混雑の深刻化が懸念される状況にある．このよ

うな課題に対し，臨海部と都心部の主要駅を結ぶ自

動走行交通サービスや，自動運転専用レーンを導入

することにより，解決を図ることが考えられる．こ

のようなサービス導入を検討する際には，鉄道や歩

道の混雑といった現状の課題の解決に効果があるか，

さらに利用者の活動を活性化し社会的余剰の増大に

寄与することができるか，一方で専用レーンの整備

が道路混雑にどのような影響を及ぼすのかなど，交

通行動全体への影響を評価する必要がある．このた

めに，導入する政策によって生じる対象者の行動を

マイクロシミュレーションにより推計し，この計算

結果を集計的に用いることで，政策の影響に関する

定量的な評価指標を導出することを考える． 

 

 

 

 

・分析概要 

評価モデルの適用イメージにて対象地域の行動特

性の把握やシミュレーションモデルのパラメータの

決定等に必要となる行動データを収集してデータプ

ラットフォームを拡充するとともに，政策の影響を

評価する手法として，対象地域内の活動全体を模擬

するマルチモード・アクティビティベースのマイク

ロシミュレーションを構築した． 

 

・分析に係る基礎情報 

交通サービス導入評価におけるデータプラットフ

ォーム拡充のため，オリンピック・パラリンピック

の開催を契機として都市構造や交通網の形成，人の

移動における大きな変化が予想される東京臨海部を

対象とした行動調査(プローブパーソン調査及びア

ンケート調査を実施した．収集したデータは，評価

シミュレーションに用いる行動モデルのパラメータ

推定等に必要となるものである．調査対象エリアを

東京臨海地域（勝どき，月島，晴海，東陽町，清澄

白河，門前仲町地域）とし，モニターが保有するス

マートフォンにアプリをダウンロードする形で実施

した． 

プローブパーソン調査での取得データは，トリッ

プ情報が約3.8万レコード，交通手段情報が約7.8万

レコード，測位情報が約1,884万レコードである． 

目的別トリップ数は，通勤通学が約83百トリップ，

買物が約39百トリップ，業務が約32百トリップ，食

事が約25百トリップとなっている（図-28）． 

交通手段別トリップ数は，公共交通機関へのアク

セス手段である徒歩と，地下鉄及び鉄道による移動

が主となっている(図-29)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-33 評価モデルの適用イメージ
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図-34 目的別トリップ数 
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図-35 交通手段別トリップ数 

 

アンケート調査は，プローブパーソン調査のモニ

ターに対して，プローブパーソン調査の終了後に実

施した．アンケートでは，プローブパーソン調査結

果からは得られない，各モニターの移動・行動の制

約条件や，行動の変更可能範囲情報を得ることを目

的としている．昨年度モニターのうち51名は紙の調

査票を配布する形で，それ以外のモニターに対して

はWEBアンケートの形式で調査を実施した．両調査を

合計して281名の回答を得た． 

通勤実態については，就業先への到着時刻（始業

時間）については63％が制約を有しており，そのう

ち8割程度が8時台～9時台の就業先への到着が求め

られている（図-36）． 

本調査期間中や調査期間前に東京都により実施さ

れた「スムーズビズ（各個人が通勤行動を変更する

ことで，全体の通勤混雑を減少・分散させることを

目的とした取り組み．具体的には，参加企業を募集

し，休暇取得・テレワーク・時間差出勤・通勤手段

や経路の変更といった行動変化が推奨された．）」に

ついては，「取り組みを知っていて参加した」「取り

組みを知っていて参加しなかった」「取り組みを知ら

なかった」の回答数がそれぞれ同程度であった．な

お，参加した人の約7割が任意での参加であった（図

-37）． 

37%

63%

なし あり

2%
0%

38%

40%

16%

1% 3%

7時以前 7時台 8時台 9時台 10時台 11時台 12時以降  
図-36 就業先への必着時刻の有無と到着時刻 

 

34%

35%

31%

0%

参加した 参加しなかった

取り組みを知らなかった わからない   
図-37 スムーズビズの認知・実施状況（左）と参加形態（右） 
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図-38 スムーズビズで実施した行動 

 

スムーズビズにおいて実施した行動として最も多

かったのはテレワーク・在宅勤務であり，以下，時

間差出勤，休暇取得と続いた（図-38）． 

仮にスムーズビズが強制力を持った取り組みとな

った場合の，「出社時刻が30分早まる（30分早く帰宅

できる）場合の帰宅後の行動変化」（図-39）と，「出

社時刻が30分遅くなる場合の家から就業先に向かう

間の行動変化」の想定（図-40）について尋ねた．出

社時刻が早まり帰宅後の余裕時間が増える場合の行

動変化を想定する人が多く，特に買い物，趣味，食

事などの余暇活動の行動頻度が高まると回答した人

が多い． 
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図-39 （帰宅時刻が30分早まる場合）帰宅後に頻度が高ま

ると考えられる行動 

14

7

21

9

18

163

0 50 100 150 200

食事

買い物

趣味

送迎

その他

変更しない

 
図-40 （出社時刻が30分遅くなる場合）出社前に頻度が高

まると考えられる行動 
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自動運転サービスへの乗り換え 自動運転サービスから乗り換え

自動運転サービスのみ使用  
図-41 自動運転サービスの乗り換え利用意向 
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図-42 自動運転サービスの乗り換えポイント 

東京湾岸部での自動運転サービス利用時の他交通

機関への乗り換え意向については，7割程度が乗り換

え利用を想定していることが確認された（図-41）．

乗り換えポイントについては，調査対象エリア内で

は豊洲駅（有楽町線），門前仲町駅（東西線），東陽

町駅（東西線）が比較的多く，対象エリア外では有

楽町駅（JR），東京駅（JR）などに回答が集中した（図

-42）． 

 

・モデル構築 

自動走行交通サービスの導入や自動走行対応道路

ネットワーク(専用レーンなど)の整備に伴う交通・

都市活動への影響評価を行うことを主な目的として，

以下の3つの特徴をもつシミュレーションシステム

を構築した（図-43，図-44）． 

①交通サービスの導入等による活動場所や活動時

間への影響が表現可能なアクティビティシミ

ュレーション 

②交通手段の転換が表現可能なマルチモードシミ

ュレーション 

③車両による車線選択の記述と車線単位の混雑状

況の把握が可能なマイクロシミュレーション 

 

本シミュレーションでは，混雑状況等の変化によ

る経路の効用の変化を逐次的に経路選択行動に反映

したシミュレーションを行うために，Discounted 

recursive logit (DRL) model(Oyama and Hato， 

2017)26)を基本のモデルとして採用する．DRLモデル

は，将来の選択肢の期待効用を考慮した逐次的なリ

ンク選択を表すRecursive logit model (Fosgerau et 

al， 2013)27)を基礎とするモデルであり(図-45)，将

来効用に対する時間割引率を導入することで，計画

的な行動から近視眼的な行動までを，意思決定にお

ける将来効用の重みの違いにより表現することがで

きる． 

 
 

図-43 シミュレーションモデルのフロー 
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図-44 交通サービスごとのシミュレーション方法 

 

③ ⾞両︓⾞線選択の記述と⾞線単位の混雑状況の把握が可能な
マイクロシミュレーション

② 交通⼿段の転換が表現可能なマルチモードシミュレーション

① 交通サービスの導⼊等による活動場所や活動時間への影響が表現可能な
アクティビティシミュレーション

Discounted Recursive Logit (DRL) model (Oyama and Hato, 2017) 
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混雑状況等の変化による経路の効⽤の変化を
逐次的に経路選択⾏動に反映した
シミュレーションが可能

モデル

Activity scheduling model
Route choice model (⾞以外)
Lane-route choice model (⾞)

導⼊

 
図-45 DTLモデルの概要 
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b)道の駅所在自治体の公共交通運営実態と自

動運転サービス導入に係るコストシェア方

策の検討 
・背景と課題 

自動運転システムを活用した地域交通サービスの

展開に際しては，現状の地域公共交通サービスを踏

襲しつつ，それらのうちどのサービスを自動運転シ

ステムで代替・補完するのかについての検討が不可

欠となる．しかしながら，公共交通の運営実態に着

目した研究の大半は，特定の自治体や路線を対象と

したものであると共に，特に中山間地域の公共交通

サービスの運営実態について全国規模で調査・分析

した事例はほぼ皆無である．そこで本研究では，そ

の多くが中山間地域に立地している道の駅の所在自

治体を対象に昨年度実施した公共交通運営実態に関

するアンケート調査データを用いて，公共交通サー

ビスの提供や利用状況，それに対する公的支援の状

況等について分析を行った． 

・分析概要 

道の駅等を拠点とした自動運転システムによる地

域交通サービスの展開可能性や，それにかかるコス

トシェア方策を検討するために，図-46に示す道の駅

の運営特性に関する実態把握，道の駅所在自治体を

対象に実施した公共交通運営実態調査，中山間地に

おける移動実態の把握調査及び分析を行い自動運転

サービスの展開可能性について検討を行った． 

・分析に係る基礎情報 

道の駅の運営特性に関する実態としては，道の駅

の約30％は地元市町村からの来訪であり，地域内公

共交通でのアクセスが可能な駅は約75%であった（図

-47）．また，多くの道の駅が農産物を販売し，出品

者の持込みによる輸送が大半であった(図-48)． 

道の駅を有する自治体における住民の移動実態と

しては，中山間地域で免許非保有の高齢者の移動は

送迎に大きく依存しており，今後そのような人が急

激に増加する可能性がある．また，送迎の大半は親

族によるが，病院等による民間の無料送迎サービス

の割合も2割弱であった（図-49，図-50）． 

 

 
 

２．道の駅所在自治体での公
共交通運営実態の把握

 公共交通サービスの提供
実態・公的資金投入状況

 既存公共交通の輸送コスト

 自動運転システムへの転
換方策の検討

１．道の駅の運営特性に関す
る実態把握

 DB化・類型化

 道の駅への交通アクセス・
来訪特性

 道の駅によるコストシェア
の可能性検討

道の駅を拠点とした⾃動運転システムによる地域交通サービスの展開可能性の検討
 道の駅を拠点とした⾃動運転システムにかかるコストシェアの検討
 既存公共交通システムからの転換⽅策の検討

道の駅所在⾃治体での公共
交通運営実態調査

(H30実施)

全国の道の駅の運営実態調査
(H29実施)

道の駅の施設特性データ
(道の駅旅案内全国地図H29年版)

道の駅所在⾃治体の社会経済属性データ（H27国勢調査データ等）

３．中山間地域における
移動実態の把握

 送迎等の移動実態の
把握

 道の駅の来訪状況

 ﾈｯﾄｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ・宅配ｻｰ
ﾋﾞｽ利用状況

 民間による他の移動
支援ｻｰﾋﾞｽの抽出

愛媛県久万⾼原町住⺠を
対象とした交通⾏動調査

(R1実施)

 
図-46 検討フレームワーク 



31 

公共交通なし

双方あり

地域内交通のみ

都市間交通のみ
 

図-47 公共交通の乗り入れ状況 
 

 
図-48 農産物品の持込み者 

 

 
図-49 高齢者の免許保有状況別移動手段 

 

 
図-50 送迎者の内訳 

 

 

 

 

道の駅所在自治体での公共交通サービスの提供実

態と支援状況としては，50人/km2以上の自治体では，

人口密度が素になるほどデマンド型公共交通サービ

スを導入する自治体が増加しており，50人/km2を下

回る人口密度の自治体では鉄道やバスのみの提供と

なる割合が高い(図-51)．一方で，デマンドバスの一

人あたりコストは1,400円程度と他の交通手段に対

してコストが割高であることが課題である(図-52)． 

・モデル構築 

外出が送迎に依存している人の行動パターンとし

ては，せっかくの機会であるがゆえに複数の目的を

立ち寄るようなパターンと，気がねするなどして単

一の目的地のみを訪れるようなパターンの双方が考

えられる．そこで，トリップ間の関連性を把握する

ために，トリップダイアリー調査で得られたデータ

をトリップチェイン別に集計した．結果を図-53に示

す．なお，図の右端の数字は対象とするトリップチ

ェインのサンプル数を示したものである． 

トリップチェインの番号1-1～1-3は，自宅から1

つの目的地へ移動し，そのあと帰宅するというピス

トンタイプのトリップチェインである．同様に，2-1

～2-7は，自宅から目的地を2つ経由したのちに帰宅

するもので，3-1～3-5は，自宅から目的地を3つ経由

したのち帰宅するもの，4-1～4-4は，ピストンタイ

プのツアーを2回繰り返すトリップチェインである．

なお出発地/目的地については，アンケート回答者の

大半が高齢者であることを踏まえ，自宅（home），職

場（work），病院（hospital），その他（other）の4

区分を用いている． 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(N=354)

300人/km²～(N=100)

100～300人/km²～(N=109)

50~100人/km²～(N=51)

~50人/km²(N=94)

3種すべて 鉄道×バス 鉄道×需要対応 鉄道のみ

バス×需要対応 バスのみ 需要対応のみ なし

（％）

 
図-51 公共交通の提供状況(デマンドバス･有償運送) 
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図-52 １乗車当りの公的資金投入額 
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図-54は，このトリップチェインの集計結果を，免

許保有状況の分類に基づいて改めて集計した結果を

示している．まず，1-1～1-3のピストンタイプの外

出に注目すると，運転可能者から運転不可能者にか

けて割合が多くなっている．逆に，2-1～2-7の2つ以

上目的地があるトリップチェインを形成する人の割

合は少なくなっている．また，4-1～4-4の1日に2回

の自宅ベースのツアーを行う人は「車運転可能者」

「車運転不可能，世帯内に運転可能者」には見受け

られるが，「運転不可能者」には存在しない．以上よ

り，世帯内に誰も自動車免許を保有している人がい

ないような人は，ピストンタイプの外出を行う割合

が相対的に高いと言える． 

また，すべてのグループにおいてピストンタイプ

のトリップチェインが最も多いが，その中でも通

勤・通学目的，自由目的，通院目的があり，自由目

的と通院目的のツアーは運転不可能者の方が割合が

多いことがわかる．これは通院目的の外出が多い高

齢者層が車運転不可能層に多く属しているためであ

る．さらには，2-1～2-3のような通勤とその他の目

的の外出の双方を行っている人は車運転可能層に集

まっていること，また，「車運転可能者」や「車運転

不可能，世帯内に運転可能者」層については，通院

時に他の目的地に立ち寄るケースが一定割合存在す

るものの，車運転不可能層ではその割合が極めて少

ないことがわかる． 

 

 
 

図-53 トリップチェインの分類結果 

 

 
 

図-54 免許保有状況別のトリップチェインの内訳 
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・まとめ 

今回分析対象とした久万高原町面河地区では，高

齢者のモビリティが危機的状況にあることが確認さ

れた．加えて，現状で運転可能な高齢者についても，

自身の運転に関して恐怖感を抱いている人が多く存

在することが判明した．（図-56） 

ゆえに，自動運転システムの導入は，それらの問

題を大幅に緩和する手段として早急に導入が望まれ

ると言えよう．その際，導入や維持管理に関するコ

ストが大きな問題となるが，前項で述べたように，

自治体や国・県からの公的支援を柱としつつも，現

在，送迎サービスを実施している民間の医療・福祉

系の事業所等に，独自のサービスを廃止する代わり

に，自動運転システムの費用負担を依頼することが

コストシェアの方策として考えられる． 

実際，個々の事業所単位で送迎サービスを行った

場合，ドライバーの人件費や車両の購入・維持管理

費等の観点でかなり非効率であると考えられるため，

事業者のCSRという観点からも実現の可能性は充分

に見込めるであろう． 

同様に，10年後に移動に支障をきたす可能性が高

い65～69歳の層は，ネットショッピングの利用率が

高いことから，物流会社と協働して，道の駅等から

のラストワンマイルを貨客混載方式で運用するよう

な展開も検討する必要があると考えられる． 

 

c)貨客混載自動走行交通サービス評価モデル28) 
中山間地域においては，居住する人口の少なさか

ら交通需要そのものが小さく，公共交通のサービス

レベルの低さと相まって，自動車依存型のライフス

タイルが定着し，公共交通も採算面から課題が大き

いことから，最低限のサービスを維持する事も困難

な状況になりつつある．一方で，中山間地域には農

林水産，観光資源が豊富で大都市の食やアメニティ

を支えている側面がある．貨客混載自動走行サービ

スは，地域の足として，人流と地域の産品を地域拠

点（ここでは道の駅を想定）に輸送し，ヒトとモノ

のコストシェアを図ることにより，地域モビリティ

を維持する手法として着目されているが（図-55），

本研究では，このようなモーダルミックスかつ，自

動走行サービスによる地域の足の確保の視点と，地

域産品が道の駅に集積され，来訪者により購入され

ることによるストック効果も含めて評価可能な評価

モデルの構築を行う事を目的とする．  

 
図-55 中山間地域における自動運転システムの展開可能性 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-56自身の運転に対する危険意識 

 

 

 
図-57 飯南町における取組み  

・分析概要 

国土交通省が実施した島根県飯石郡飯南町赤来地

域を対象とした実証分析（図-57）に合わせて，2017

年11月6-12日に実施された1週間の交通日誌データ

を用いる地域内行動特性を把握し，モデルの構築を

行う．なお，交通日誌調査の被験者数は，87世帯181

個人であり，一部被験者にはGPSロガーを配布，移動

軌跡情報を取得した． 

・分析に係る基礎情報 

交通日誌調査データより得られた交通手段分担率

の集計結果より，(1)仕事目的では約75%のトリップ，

仕事以外の目的では約90％のトリップが自動車によ

り行われていること，(2)町外への移動の9割強は自

動車によって行われていることが確認できる．また，

町外へのトリップ，仕事以外のトリップを行う際に

他人が運転する車に同乗する傾向にあることが確認

できる（図-58）．送迎に依存している個人が自動走

行サービスを利用する可能性が高いことを踏まえる

と，仕事以外のトリップ，町外への移動の支援を行

う自動走行サービスを導入することが望ましい可能

性がある． 

出発時刻(目的地別)の集計においては，町内の移
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動については8時台にピークが見られるのに対し，町

外の移動については時間帯を問わず概ね一定の需要

が7:00から17:00まで続いていることが確認できる

（図-59）． 

また，出発時刻(トリップ目的別)の集計において，

仕事目的の移動については8時台にピークが見られ

るのに対し，仕事以外の移動については時間帯を問

わず概ね一定の需要が7:00から17:00まで続いてい

ることが確認できる（図-60）． 
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図-58 移動目的別／目的地別交通手段分担率 
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図-59 目的地別出発時刻分布 
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図-60 トリップ目的別出発時刻分布 

・モデルの概要 

自動走行による貨客混載サービスの提供による生

活行動の変化に伴う効果は，移動がスムーズになる

移動リンク効用の効果と生産者の出荷行動の変化や

道の駅に産品が集積することによる道の駅に滞在す

る効用変化が考えられる（図-61）．これらの効果を

表現するために，時空間ネットワークを用い，時間

軸上の効用プロファイルとして移動（マイナス効用）

と滞在（プラス効用）を定義する（図-62）．対象地

域の住民の行動は，この時空間ネットワーク上をリ

カーシブルロジットモデルにより，逐次選択を行う

事により表現を行う事を基本としてモデルを構築し

た． 
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図-61 モデルの概要 
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図-62 効用プロファイルによる行動の記述 

 

・モデルデータの作成 

1)時空間ネットワークの設定 
提案モデルは，生活行動を，活動リンクと移動リ

ンクから成る時空間ネットワークデータ上の経路選

択行動として表現するものである．本モデルは，概

念的には容易に他の行動側面（活動目的選択，経路

選択，交通手段選択など）を考慮することが可能で

あり，生活行動を詳細に表現したい場合，活動リン

クを目的別に作成することで活動目的選択を内生化

することができる．同様に，移動リンクを交通手段

毎に設定することにより，交通手段選択を内生化す

ることができる．加えて，実際の交通ネットワーク

を用いてすべての結節点（駅，バス停）に目的地ゾ

ーンを設定すれば，経路選択モデルを内生化するこ

とができる．本研究では，過疎地域の移動のほとん
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どが自動車に依存していること，対象エリアの道路

ネットワーク形状は極めてシンプルであり経路選択

行動を記述する必要性は小さいと思われることから，

交通手段選択，経路選択はモデル化の対象外とする． 

活動目的選択については，本研究においても積極

的に扱うべきであるが，価値関数の計算負荷の問題

から，活動目的選択の側面も捨象することとした．  

時空間ネットワーク作成においては，時間及び空

間を離散化する必要があり，その単位時間を事前に

設定しておく必要がある．ここでも計算負荷と表現

の正確さの間にトレードオフが発生する．具体的に

は，単位時間を短く設定すればするほど，ゾーンを

詳細に設定すればするほど生活・交通行動をより正

確に再現できる一方，ネットワークの規模が極めて

大きくなるという問題が発生する．本研究では，時

間は1時間毎に離散化，空間は16ゾーン（赤名，上赤

名，下赤名，上来島，下来島，野萱，小田・真木，

谷，(旧)頓原町，雲南市，出雲市，松江市，島根県

内他，広島県三次市，その他，赤来高原）に離散化

し時空間ネットワークを構成した． 

 
2)行動データの作成 
行動データの作成においても，何点か工夫が求め

られる．第一に，ゾーン間の移動が1単位時間に完了

しない場合，OD間に複数の移動経路が発生する問題

に対処する必要がある．本研究ではこの問題に対し，

当該OD間で最短経路探索を実行し，最短経路を通過

したと仮定して行動データを作成した．次に，上述

したように，本モデルは，場所・時間が定められた

固定活動を排除し，自由活動のみを対象としてモデ

ル化することを基本としているが，どのような活動

を固定活動とすべきかを判断する必要がある．例え

ば，農作業は時間が固定されていないケースが多く，

これらを固定活動として扱うべきかどうかを判断す

る必要がある．本研究では，上述したように，活動

目的選択の側面を捨象しているため，すべて自由に

決定可能な活動であるとしてモデル化を実行した． 

 

・モデル推定結果 

1)説明変数 
本研究の目的を鑑みると，自動車を利用できない

層の交通行動を詳細に再現し，自動運転の導入がそ

れらの層の交通行動・消費者余剰に及ぼす影響を確

認すべきといえる．そこで本研究では，自動車利用

者（1週間の調査期間中，少なくとも一度は自ら自動

車を運転した者）と自動車非利用者（調査期間中，

一度も自ら自動車を運転していない者）に分けてモ

デルを推定した．なお，本来は自動車非利用者の旅

行時間は自動車以外を用いた場合の旅行時間とすべ

きであるが，この場合，旅行時間が交通結節点まで

のアクセス時間／イグレス時間に大きく依存するこ

とになり，同一ゾーン内でも旅行時間に大きなばら

つきが出ることから，自動車を利用した場合の旅行

時間を使用することとした． 

また，目的地の魅力度については，店舗数及び人

口の2つを検討した．両変数の相関が高いため，政策

シミュレーションにおいて有用と考えられる店舗数

のみを説明変数として採用した．なお，「島根県内

他」や「その他」のゾーンにおける店舗数のカウン

トは難しいことから，これらの目的地のダミー変数

を追加することとした． 

最後に，シミュレーション時のトリップの発生量

を制御する目的で，滞在→移動ダミー（滞在リンク

から移動リンクに移動する場合1，そうでない場合0），

移動→滞在ダミー（移動リンクから滞在リンクに移

動する場合1，そうでない場合0）の2つを追加した．

1時間毎に移動を繰り返すことは少ないため，期待さ

れるパラメータの符号は，滞在→移動ダミーは負（基

本的には同じ場所に滞在しようとする傾向にある），

移動→滞在ダミーは正（移動直後はその場所に滞在

しようとする傾向にある）である． 

 

 

 

 
表-14 モデル推定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 全サンプル 自動車利用者 自動車非利用者 

 推定値 t 値 推定値 t 値 推定値 t 値 

自動車旅行時間[/10 分] -1．900 -240．50 -1．887 -235．99 -2．191 -29．18 

滞在→移動ダミー -4．371 -20．49 -4．365 -20．00 -4．427 -4．21 

店舗数[/1000 店] 0．325 48．95 0．326 48．42 0．328 5．77 

その他地域ダミー 0．761 38．83 0．768 38．90 0．744 3．13 

移動→滞在ダミー 2．818 12．97 2．842 12．80 2．580 2．29 

サンプル数（個人・日数） 1075 1007 68 

サンプル数（link 選択数） 16664 15602 1062 

最終対数尤度 -13249．75 -12751．96 -464．98 
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表-15 自動車利用者と自動車非利用者のログサム値 （赤来地域：24 時間） 

 
表-16 異なるシナリオ下における自動車非利用者のログサム値（赤来地域：24 時間） 

 
 

2)モデル推定結果 
推定結果を表-14 に示す．表より，旅行時間が短

く，店舗数が多い目的地ほど選択される傾向にある

ことが確認できる．また，自動車利用者に比べ，自

動車非利用者の旅行時間に対するパラメータが負で

大きな値をとっていることから，自動車非利用者の

方が，移動抵抗が大きい可能性がある．また，滞在

→移動ダミーは負であることから，基本的には同じ

場所に滞在しようとする傾向にあり，その傾向は自

動車非利用者の方が大きいことが確認できる．移動

→滞在ダミーは正で有意であり，移動直後はその場

所に滞在しようとする傾向にあることが確認できる．

なお，全サンプルを用いた場合の最終対数尤度と自

動車利用者，自動車非利用者の最終対数尤度の和に

対して尤度比検定を実施すると有意に異なることが

確認できることから，行動を規定するパラメータは

自動車利用者と自動車非利用者の間で有意に異なる

ことが予想される． 

 

3)ログサム値 
構築したモデルより算出されるログサム値を表

-15 に示す．なお，こちらはログサム値であり，次

元を持たないこと，モデル間の値の比較はできない

ことに注意が必要である．所得や費用の限界効用を

表すパラメータ値はないものの，旅行時間の限界効

用の算出は可能であるので，適当な時間価値を設定

することで価格の単位を持つ消費者余剰に変換する

ことができる．ログサム値より，小田・真木や下来

島といった国道 54 号から外れた地区のログサム値

が低くなっていることが確認できる． 

 

4)シミュ―レーション分析結果 
以下では，次の 3 つのシナリオ下におけるログサ

ム値の変化，及び，目的地分布・トリップ発生量の

変化を確認する．シナリオ 1 は，赤名，上赤名，下

赤名の拠点性が高まり，他エリアからのアクセスが

改善された状況を想定している．シナリオ 2 は，2017

年度に行われた自動運転走行実験時同様，道の駅を

中心とした狭い範囲の交通サービスが改善される状

況を想定している．シナリオ 3 は，シナリオ 2 に加

え，道の駅のサービス改善がなされた状況を想定し

ている． 

 

シナリオ1：全てのゾーンと赤名，上赤名，下赤名ま

でのアクセスが改善（旅行時間20%減少

させることで表現） 

シナリオ2：赤名，上赤名，下赤名間のアクセスのみ

改善（旅行時間20%減少させることで表

現） 

シナリオ3：赤名，上赤名，下赤名間のアクセス（旅

行時間20%減少させることで表現）＋道

の駅のサービス水準を改善（店舗数を5

つ追加することで表現） 

 
5)ログサム値の変化 
表-16に上記3つのシナリオ下における自動車非利

用者のログサム値を示す． 

シナリオ1では，赤名，上赤名，下赤名へのアクセ

ス性が向上することにより，すべてのエリアのログ

サム値が大幅に改善することが確認できる．また，

シナリオ2では，赤名・上赤名・下赤名間の交通改善

のみがなされた状況であるが，上来島や野萱といっ

た，国道54号沿いの地区においてもログサム値が改

善することが確認できる．一方，シナリオ2及びシナ

リオ3のログサム値の比較から，道の駅の施設改善

（店舗を増やすこと）の効果は限定的であることが

確認された． 

 

6)交通行動の変化 
各シナリオ下における赤名住民の行動変容につい

て考察する．以下では，14時間の利用可能時間があ

る場合の行動を再現する． 

 1 赤名 2 上赤名 3 下赤名 4 上来島 5 下来島 6 野萱 7 小田・真木 8 谷 

全サンプル 760．26 647．77 751．68 346．72 161．26 457．15 199．12 693．05 

自動車利用者 941．12 798．75 928．02 434．95 201．60 570．34 248．35 866．39 

自動車非利用者 64．11 58．41 68．68 22．44 11．53 32．63 14．80 77．67 

 1 赤名 2 上赤名 3 下赤名 4 上来島 5 下来島 6 野萱 7 小田・真木 8 谷 

現状 64．11 58．41 68．68 22．44 11．53 32．63 14．80 77．67 

シナリオ 1 390．45 347．22 380．95 99．01 42．29 149．95 57．43 128．80 

シナリオ 2 102．19 98．13 104．89 27．10 13．26 40．20 17．27 80．50 

シナリオ 3 102．28 98．22 104．98 27．12 13．27 40．24 17．28 80．52 
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再現結果としては，自動車利用者は移動頻度が高

い（14時間の利用可能時間の間に約5トリップの移動

を実施する）のに対し，自動車非利用者の移動頻度

は，14時間の利用可能時間の間に約2.5トリップ程度

と低くなっていることを確認した．また，自動車非

利用者は，自宅ゾーン（赤名）に留まる傾向にある

ことが確認でき，外出時の目的地は自動車利用者と

自動車非利用者の間で大きな違いは生じていない． 

次に，シナリオ1の状況下における自動車非利用者

の行動変化結果を考察するが，赤名・下赤名，上赤

名へのアクセスが20%改善することにより，概ね自動

車利用者と同程度のトリップを行うことが確認でき

た．ただし，自宅ゾーン（赤名）に留まる割合は自

動車利用者のそれに対して若干高くなっており，外

出先での滞在時間は短くなる傾向にあることが確認

できる． 

シナリオ2の状況下における自動車非利用者の行

動変化は，シナリオ1に比べてトリップ数の増加は限

定的であるものの（14時間の利用可能時間の間に約

3.5トリップ），上赤名や下赤名へのトリップが増加

することを確認した．シナリオ3では，道の駅の店舗

数を増加させているが，行動パターンはシナリオ2

からほとんど変化が生じていないことが確認できた．  

・まとめ 

貨客混載自動走行交通サービス導入の影響評価を

行うためのモデルを提案し，島根県飯石郡飯南町を

事例に実証分析を行った．簡単なシミュレーション

分析を行った結果，本研究で特定したモデル構造の

もとでは，施設の改善よりも交通サービスの改善が

消費者余剰を改善する上で重要であることが示され

た．また，地域外への移動を強化することによりロ

グサム値は大きく増加するものの，地域内を目的と

した移動が減少する可能性が示唆された． 

地域内の施設維持が地元の利用者数に依存して決

まる可能性が高いことを踏まえると，地域外へのア

クセスを大幅に改善する施策は，地域内の施設の衰

退をもたらす恐れがあることを示唆する． 

このような影響を定量的に捉えるためには，商業

施設等の発展／衰退を利用者数の関数として表現し

たモデルを別途構築し，交通サービスが商業施設等

の空間分布に及ぼす影響を内生化することが重要で

あると考えられる．  

 
d)貨客混載サービス利用意向評価モデル29) 
・モデル概要 

農産物の直売所への出荷を後押しする施策として

農作物集荷サービスに着目し，農業従事者の本サー

ビスへの支払意思額を推計する．特に，(1) 自動運

転車の社会実装が近づきつつある現在，こういった

サービスで大きな人件費をかけずに集荷サービスを

提供できる可能性が高まっていること，(2) 貨客混

載型のサービス形態を採用することにより，需要不

足に悩まされていた公共交通サービスを維持できる

可能性が高まること（すなわち，貨客混載型の交通

サービスを採用することにより，人に対する公共交

通サービスを改善することができる可能性が高まる

こと），を踏まえると，農作物集荷サービスを導入す

る意義は大きいと考えられる． 

農家の農作物集荷サービスの利用意向は，価格や

最大積載量，予約システムといったサービス水準だ

けでなく，どのような農作物を育てているか，自動

車を何台保有しているかといった要因にも影響を受

けると考えられる．以下，本研究において考慮する

影響要因について整理する． 

まず集荷サービス自体のサービス水準については，

価格，一回当たり最大積載量，予約システム（何時

間前までに予約する必要があるか）の３つを考慮す

る．集荷サービス需要の価格に対する弾力性の推定

はとりわけ重要であり，例えば貨客混載サービスを

デザインする場合の収益計算に直結する． 

重量が大きくても売り上げが小さい農作物と，重

量が小さくかつ単価の高い農作物では，集荷サービ

スや最大積載量に対する感度が大きく異なると考え

られる．また，傷みやすい農作物とそうでない農作

物で集荷サービスの利用意向は大きく異なることが

想定される．  

世帯内に自動車を利用できる農業従事者が複数い

る場合，無理なく農作物を自ら出荷できる可能性が

高まるため，農作物の集荷サービス利用意向は低く

なることが想定される．また，自動車保有者は自ら

農作物を出荷するオプションを有しているため，自

動車を利用できない農家に比べて，サービス水準に

対する感度が高くなる可能性がある．最後に，現在

直売所に出荷しているかどうかも重要な変数と考え

られる．具体的には，現在出荷している農家の方が

当該サービスの利用意向は高いことが想定できる． 

 

・集荷サービスの利用意向モデルの構築 

以上の変数の影響を踏まえ，図-63に示す５つのモ

デル構造を仮定し，それらのモデルの推定を通じて

各変数が集荷サービスの利用意向に及ぼす影響を把

握する．なお，Model 3-5において考慮している交互

作用項はすべて同時に考慮することが望ましいと考

えられるものの，サンプルサイズの制約から，個別

に交互作用項を推定する方法を採用している． 

５つのモデルの推定にはパネルミックスドロジッ

トモデルを使用する．これは，SP調査において同一

人物から複数回の回答を得た場合，その回答値が相

関を持つことによって生じるパラメータのバイアス

を除去するためである．農家𝑛が𝑡回目の設問におい

て選択肢𝑖(1:集荷サービスを利用したい，0:その他)

を 選 ん だ こ と に よ り 得 ら れ る 効 用 を

𝑈𝑛it=𝛽𝑥nit൅𝜂𝑛i൅𝜖𝑛itとする．ここで𝛽はパラメータ

ベクトル，𝑥𝑛itは説明変数ベクトル，𝜖𝑛itはスケール

パラメータ1の標準ガンベル分布に従うランダム項，

𝜂𝑛itは平均0分散𝜎2の正規分布に従うランダム項(そ

の密度分布を𝜙(𝜂)と表記する)である．以上の定義

のもと，本研究にて使用するモデルは以下で定式化

される． 
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 (1) 

 
 

図-63 本研究にて検証する５つのモデル構造 

 

モデルの推定に使用した変数を表-17に示す．農作

物の種類については，表に示す５つのダミー変数を

用いる．農作物と集荷サービス変数との交互作用に

ついては，サンプルサイズの制約から，個別に交互

作用を確認し，最終的にFruitに対して交互作用項を

導入している．モビリティについては，ほとんどす

べての農家において自動車を保有していることから，

自動車有無の影響を直接評価することができない．

ここでは，免許を保有する世帯内農業従事者数を説

明変数として用いることとした． 

表-18より，まずランダム項のない通常のロジット

モデル(Model 0)に比べて，パネルミックスド2項ロ

ジットモデル(Model 1)を採用することで最終対数

尤度が大幅に改善されていることが確認できる．次

に，Model 1-5を比較すると，果菜類ダミー

(Fruit_veggie)と集荷サービス水準の交互作用を考

慮したModel 3の最終対数尤度が最も高いことが確

認できる． 

 
表-17 変数の定義 

 
 

なお，農作物の種類，モビリティ，現在の出荷行

動のいずれも出荷サービスの利用意向に直接的な影

響はなく，基本的には集荷サービス変数の影響を調

整する役割を果たしていることが確認された．集荷

サービスに関する変数については，価格(Price)と最

大積載量(Volume)については有意な影響がみられた

が，予約(Booking)についてはすべてのモデルにおい

て有意な結果はみられなかった．有意でない理由と

して，計画的に農作物の出荷が可能な場合，事前予

約の負担は小さいことが考えられる．各モデルより

得られる支払意思額では，100kgの農作物の出荷に対

する平均的な支払意思額は190円程度であること，果

物を生産していたり，世帯内に免許を保有する農業

従事者数が多い場合に支払意思額が高くなることが

確認できた． 

 

表-18 集荷サービス利用意向モデル推定結果 
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e)オールドニュータウンでの自動走行デマン

ドサービス評価 
・背景と課題 

高度成長期に開発されたニュータウン（NT）は丘

陵地にあることが多く，計画的に歩車分離された道

路が整備されている一方，急勾配や段差が多い歩行

空間となっている．居住者の高齢化進展に伴い，自

動車利用に依存した生活スタイルの維持が難しくな

るケースも生じてきており，公共交通の利便性向上

策として，自動運転サービスを含めたモビリティサ

ービスのあり方と導入検討が必要となっている．ま

た，生活支援・介護予防サービスを通じた地域包括

ケアシステムの構築も必要であり，モビリティサー

ビスの検討との連携が期待される． 

研究フィールドとして選定した高蔵寺ニュータウ

ンにおいては，名古屋の増加した人口に対応すべく

昭和40年代に開発が進められ，JR中央本線の高蔵寺

駅が最寄り駅となり名古屋駅まで約30分の丘陵地で

ある．NTは7つの住宅地区があり，さらにセンター地

区として商業エリアが設けられている． 

NT内の公共交通はバスが中心であり，高蔵寺駅か

ら各住宅地区には多くの路線バスが運行しており，

さらに循環バスも運行している．ただし，バスの利

用者数は通勤・通学者の減少，住民の高齢化に伴っ

て減少傾向にある． 

平成23年に実施された中京都市圏パーソントリッ

プ調査結果30)では，高蔵寺NTに関連する移動の自動

車分担率は5割以上であり，NT内の公共交通利用は非

常に少ないのが現状である．高齢者の居住者が多く

なる中，バス停までの移動手段の補完としても，自

動運転サービスへの期待は大きい． 

・分析概要 

自動運転サービスの主たる想定利用者は免許返納

等で自家用車利用ができない高齢者であり，パーソ

ントリップ調査などでは把握されづらい問題がある．

そのため，高齢者の交通行動を把握するため，高蔵

寺NTの居住者，特に高齢者モニターを募集し，日常

の交通行動，幸福感等を計測し，実証実験後にアン

ケート調査にて，利用意向等を把握した． 

・分析に係る基礎情報 

高齢者の行動把握として，MBによる外出頻度，利

用交通手段の変化を把握するため，高齢者モニター

の毎日の交通行動データを収集した．モニターには，

「交通行動日誌」を配布し（図-64），毎日就寝前に

交通行動を振り返ってもらい，同時に幸福感と健康

状態も主観的に回答してもらった．交通行動データ

としては，出発時間帯，訪問施設と具体的な名称，

主な目的，利用交通手段，同行者数，を移動毎に記

録してもらう．幸福度は，すごく幸せ-いつも通り-

すごく不幸の5段階，健康状態もすごく良い-いつも

通り-すごく不良の5段階で該当する項目を主観的に

判断した． 

交通日誌にて得られた外出先について，緯度経度

情報を生成（ジオコーディング化）し，高蔵寺NTの

高齢者モニターの交通状況を把握する．137名の2ヵ

記入例（毎日振り返ってください！）

12 12

7

15

3

1

○○○病院

▽▽▽さん宅（友人宅）

4

7

5

9，2

１

0

出発した時間を
24時間制で入力

外出先の施設に
近い番号を選択

外出した理由で
最も重要なものに
近い番号を選択

外出時に利用した
交通手段を全て番

号で選択

自分以外で一緒に
移動した人数

（外出先で会った
人数ではない）

該当する日付を
記入

あてはまるところ
に○印をつける

外出が無かった日
は日付だけ記入

 
図-64 交通日誌記載例 

 

月間の外出先の回答結果としては，8,500程度の結果

が得られた．なお，帰宅トリップは記入漏れの傾向

が高く，長期間で高齢者（情報リテラシーがそれほ

ど高くない方）の交通行動データの把握としては，

GPSで軌跡データを把握するなど，検討が必要である

（単純な調査項目であり，PT調査の代替まではでき

ない状況であった）． 

今回の高齢者モニターは，「自分で自家用車を運

転」と「徒歩」が多く，公共交通サービスの利用は

稀であった．250mメッシュ別に自動車と公共交通（バ

ス・タクシー），徒歩の集中量をみると，徒歩は自宅

周辺の移動とすると，自動車の方が行動圏域は広く，

各モニターが必要な場所に移動している様が確認で

きる（図-65）．自動車，公共交通，徒歩とそれぞれ

の移動はセンター地区（商業施設等が立地している

場所でバスの利便性が高い地区）に集中している． 

また，今回のMBの新たな移動サービスとして提供

した相乗りタクシーやボランティア輸送は，既存の

公共交通サービスよりは期待は高くなっており，相

乗りタクシーへの期待がより高くなっていることが

確認できる（図-66）． 

・モデル構築及び結果 

デマンドサービスのオペレーション評価として，

SAVSシミュレーションによるリアルタイム・オンデ

マンド乗合サービス（相乗りタクシー）の導入評価
31)を実施した．ケース①は，相乗りタクシーの車両

サイズ（定員3名と8名）とした場合の結果であり，

定員に関わらず300台で待ち時間10分以下，デマンド 
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図-65 訪問先(上：公共交通利用時，下：自動車利用時) 

 

0 10 20 30 40

相乗りタクシー

ボランティ輸送

自動運転

既存の公共交通

自家用車

考えていない 数年後に返納予定 既に返納した 取得なし  
図-66 新たなモビリティサービスへの期待 

 

サービスのトリップ数が2,200トリップであること

から，仮に全員がマイカーで移動していると仮定す

ると，1/7の車両数でモビリティ確保できる(図-67)．

また，ケース②は，コミュニティ毎に車両を共有し

た場合であり，相乗り率が高まると想定される団地

単位での車両の共有では，所要時間に団地間差は生

じるものの，所要時間の増加は5分程度で問題は大き

くはない事が示唆される(図-68)． 

・まとめ 

高齢者居住者の割合が高くなるニュータウンなど

では，坂道や階段が多い特徴があることから自転車

や徒歩での移動が困難となることが想定され，免許

返納後の移動環境を確保するためには，既存公共交

通サービスを補完する自動運転サービスや相乗りタ

クシーなど新たなモビリティサービスを組み合わせ， 
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図-67 ケース①配車車両数別所要時間 
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図-68 ケース②コミュニティ毎の所要時間 

 

個々人の利用意向に即した選択肢を多様化するモ

ビリティブレンド（MB）が有用と考えている． 

名古屋大学では，地元行政団体である春日井市と

協力し，オールドニュータウンとして様々な課題が

顕在化しつつある高蔵寺ニュータウンを対象に，公

共交通の利便性向上策として，自動運転サービスを

含めた新たなモビリティサービスのあり方と導入検

討を行っている．本研究では，昨年度に実施した140

名程度の高齢者モニターに対して，毎日の交通行動

調査と事後アンケート調査を実施し，通常の交通行

動の把握と新たなモビリティサービスの利用者ニー

ズの把握を行った．データ分析結果から，今回の高

齢者モニターの大部分が自家用車利用で移動してお

り，現時点で移動制約に関する危機感が高くはなく，

MBの利用実績が少ない状況であった． 

一方，自動運転サービスへの期待は高く，取組み

を継続することで，免許返納後の移動環境が確保さ

れる可能性が高いことを認識してもらい，無理に免

許保有と自動車運転をさせない地域としていくこと

が重要であることが分かった． 

今後の検討課題としては，以下の通りである． 

・健常者は現状の自動車依存からすぐには脱却でき

ないが，MB の認知度を高め，将来的に利用頻度を

高めるにはサービスを継続することが重要 

・具体的なサービス内容は地元のタクシー組合，バ

ス会社を含めて，利用者目線からサービス設計（料

金体系含む）の議論が必要 

・路線バス・循環バスなど既存公共交通サービスと

の連携，世帯属性や身体能力，移動利便性などに

応じた，きめ細やかな移動支援（モビリティマネ

ジメント）の議論が必要 
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f)低精度データと高精度データを組み合わせ

た異常事象検出モデル 
・検討概要 

自動走行に寄与する3次元道路地図を念頭に，その

基準になる3次元のレーザ点群データから異常を検

出するモデルを開発する．3次元道路地図を継続的に

利用するにあたり，その維持更新が重要な問題にな

る．3次元道路地図は高い精度が要求されるが，高価

なMMS(Mobile Mapping System)を利用して頻繁に計

測することは現実的ではない．また，今後簡易なセ

ンサーを搭載した自動運転車両の普及が期待される

が，取得されるデータの精度は低く，直接3次元道路

地図の更新に利用することは困難である．しかし，

簡易センサーは多数の車両に搭載可能であることか

ら，高頻度なデータ取得が可能であり，それらのデ

ータを利用することで変化地点を抽出し，ピンポイ

ントでMMSによる計測を行えば，頻度と精度を両立し

た地図の維持更新が実現すると考えられる．以下，

異常検出として道路空間の変化検出を扱う． 

簡易センサーの点群データを利用するには，①MMS

の点群データに比べて精度・密度が低いことに加え

て，②多数の車両において取得されるデータ間の計

測領域が一致しない，③異なる時期に取得された簡

易センサーのデータは，道路空間の変化だけではな

く，他の車や歩行者などの移動物体を含んでいると

いう特徴を有する．そのため，提案手法においては，

(Ⅰ)位置合わせ，(Ⅱ)占有格子法の導入を通じて確

率的モデルを構築する．モデルの全体像を図-69に示

す． 

 

・分析結果 

小規模変化と大規模変化がそれぞれ発生したとする

2つのシナリオを想定し，それぞれMMSのデータ1つと，

簡易センサーのデータ9つ，合計10回分の計測データ

が取得されているとする．このうち，恒常的な変化

は簡易センサーのデータのうち，4つのデータで観測

されているものとし，一時的な変化は全てのデータ

で表現するものとする．恒常的な変化は，発生した

後に取得されたすべてのデータで観測されることか

ら，簡易センサーのデータを取得時期順に並べた場

合，取得時期の新しいものから4番目までのデータで

再現することにする．表-19にセンサーの性

 
図-69 異常検出モデルの全体像 

 

能と観測される変化を示す． 

ボクセルサイズは，抽出対象とする道路空間の変

化を考慮し，0.5メートルに設定する．また，複数回

の予備実験を行った結果を踏まえ，各パラメータを

(λ，c，κ)=(8，10，6)，(10，8，12)，(20，10，

18)とした． 

一時的変化の認識率を表-20にまとめる．いずれも

高い割合で正しく一時的変化として認識することに

成功している．なお，本実験で利用したMMSの走行軌

跡(計測位置)のデータにずれが存在し，それを補正

して利用したため，歩行者や自動車の変化の一部を

対象として影領域の変化を再現している．追加した

歩行者の認識率が低下しているが，これは最後に結

合したデータにおいて歩行者を追加したため，占有

度が元に戻らなかったことが原因であると考えられ

る．また，後述するように，低精度データは点密度

が疎であることから，抽出洩れが少なくなく，その

結果として一時的変化として誤抽出しなかった可能

性がある．この点について，今後点密度を一定にし

た比較実験を行う必要がある． 

構造物の変化は10地点行ったが，変化前後の占有

状況に応じて，抽出可否や抽出率に相違が見られた．

MMSの点群データでは観測されていた構造物が撤去

された場合，抽出洩れや構造物を含むボクセルの一

部しか正しく変化を抽出できない結果が得られた． 

これは，実際に構造物が存在している場合でも，

点群が疎であるために非占有であると判定されるこ

とが多く，構造物が消失した後に取得したデータを

結合しても，占有度の変動が生じないことが原因と

考えられる．また，構造物が撤去された後，未計測

状態となる領域では占有度の変動が生じないため，

提案手法では原理的に抽出することができなかった． 

一方，元々非占有であると判定されていた領域に

構造物が設置された場合，構造物を含むボクセル中

の点密度が低く，m({occ})が上昇しないことがあり，

抽出洩れが多く見られた．最後に，不明と判定され

ていた領域に新たに構造物が設置された場合，比較

的良好に抽出できた．これは一部のデータでは点が

観測されなかった場合でも不明と判定されるため，

m({occ})が低下せず占有度の変動が明確に生じるた

めであると考えられる．また，点密度が低いことに 

 
表-19 実験で想定する計測データと道路空間変化 
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表-20 一時的変化の認識率 

 
 

 

 
図-70 構造物変化の抽出法 

 
図-71 道路構造変化の抽出 

 

よって，実際には変化していない部分の誤抽出が全

体的に多く見られ，後述する補正処理を行う必要が

あった．適用結果の一例を，図-70に示す． 

道路構造の変化のうち，高さがボクセルの一辺に

満たない中央分離帯の変化抽出を行うことはできな

かった．一方，車線の増減は抽出できるものの，過

剰抽出が多く，変化地点の把握は困難であった．と

ころが，過剰抽出したボクセルは①離散的に分布し

ているものが多く，②MMSの走行軌跡から大きく離れ

ていたり，植栽や柵の影となっていて元来点密度が

十分でない領域に多く見られた．そこで，①3つ以上

のボクセルが連結していないもの，②柵・植栽等の

影となっている領域，③車道以外の領域のボクセル

を削除する補正処理を行った．これにより，抽出精

度の向上を図ることができた(図-71)． 

 

・まとめ 

低精度データの性質に対応した，位置合わせから

変化地点の可視化まで一貫して行う手法を開発した．

そして実際の道路空間を対象に実験を行い，一定の

有効性を確認した．今後は異なる諸元のデータ，異

なる道路空間を対象に手法を適用していくとともに，

パラメータの決定方法や使用する関数の設定といっ

たセンサーモデルに関する知見や，道路空間の変化

と占有度の変動に関する知見を蓄積することで，抽

出率の向上を図る必要がある． 

 

g)時系列３次元点群データを用いた異常事

象・変化認識手法 
 

・背景と課題 

これまでも3次元点群データの非可逆圧縮手法が

開発されてきた．Cao et al．(2019)32)では，既存手

法をLOD(Level of Detail)ベースの手法，クラスタ

リングベースの手法，他変数空間への変換ベースの

手法の３種類に分類している．LODベースの手法とは，

3次元点群データを表現する際に，対象空間を分割し，

各部分空間を異なる詳細度で表現することで，デー

タ量を削減する手法である．LODベースの手法で最も

代表的なものは，8分木ボクセルを用いた圧縮手法で

ある．8分木ボクセルを用いた手法では，空間中に多

数のボクセルを入れ子状に配置し，各ボクセル内に

点群が存在するか存在しないか(占有状況)によって，

1ビットのボクセル値で点の存在を表現するものが

一般的である(Schnabel and Klein，2006;Huang et 

al33)．，2006;Huanget al34)， 2008)．これらの手法

は，対象データ中の点群の位置に偏りが少ない場合

には，圧縮性能が大きく落ちるという課題がある．

クラスタリングベースの手法は，対象データの各点

を属性情報や空間的近傍性などによってクラスタリ

ングした後に，各クラスタ毎に圧縮を行う手法であ

る． 

Morell et al．(2014)35)や Navarrete et al．

(2018)36)では，RGB情報と位置情報から，入力点群を

クラスタリングし，各クラスタを平面で表現するこ

とで，データ量を削減している．しかし，この手法

は，属性情報を持たないデータや，平面構造が少な

いデータに対する圧縮性p能が落ちるため，汎用性に

も課題がある．最後に他空間への変換ベースの手法

がある．Wiman and Qin，(2009)37)では，入力点群の

各座標値を抽出して得たベクトルに対して，ウェー

ブレット変換を施す．変換後に点群系列パターンの

類似度に基づき，量子化を行うことで圧縮が可能に

なる．この手法は，実装が簡易であり計算速度も速

いことが利点であるが，圧縮性能には課題が残され

ている． 
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以上のように，3次元点群データの圧縮に対しては，

高い圧縮性能は当然のこと，データが持つ多様な空

間的規模・特性に対して，高い汎用性を持つことが

求められる．また，３Ｄモデリングへの利用を考え

た場合，局所形状を保存できる手法であることも要

件として挙げられる．さらに，今後益々大規模化し

ていくことが予想されるデータセットに対して，圧

縮性能を保持できることは重要な点になる．これら

の要件を満たすことができる手法として，本章では，

深層学習に注目した．深層学習では，入力データか

ら特徴量を抽出する表現学習を自動で行うことがで

きる．また，変換関数は強い非線形性を有するため，

多様なデータにも対応可能であり，高い汎用性が期

待できる．さらに，深層学習を用いた手法では，既

存手法では考慮できていなかった，複数データ間の

類似性を考慮することができる．そのため，類似し

た形状のデータをモデルが学習している場合には，

大幅に圧縮性能を向上させることが可能になる． 

深層学習ベースの3次元点群データの非可逆圧縮

手法として，Yan et al． (2019)38)が挙げられる．

しかし，この手法で作成されたモデルでは，近傍点

間の関係性を考慮していないため，局所的な形状を

保存できない．3次元点群データは，道路上の縁石等

の微細な形状を含む対象の3Dモデリングを目的とし

て用いられることが多いため，局所的な形状を保存

する性能は必須である．また，3次元点群データの圧

縮手法は，大量の入力点数に対して，圧縮性能を保

持できることが必要である．しかし，このモデルは，

入力点数の増加に伴い，学習するパラメータ数が大

きく増加するため，学習が困難になり，圧縮性能が

低下することが課題である．以上の欠点を改善した

深層学習のモデルを作成することで，要件に沿った3

次元点群データの非可逆圧縮手法を構築することが

期待できる． 

 

・分析概要 

局所形状の保存，及び大量の入力点数に対する圧

縮性能の保持が可能な深層学習モデルの作成による，

3次元点群データの非可逆圧縮手法の開発とする． 

具体的には，近傍点間の関係性を考慮したエンコ

ーダーを開発することにより，局所形状の保存を可

能にする．また，パラメータ数が入力点数に依存し

ないデコーダーを開発することで，大量の入力点数

に対する圧縮性能の保持を目指す．適用においては，

オープンなベンチマークデータセットである

ShapeNet Dataset，及びMMSから取得したデータを対

象とする．これらの適用を通して，提案手法の有効

性を検証する． 

・分析に係る基礎情報 

梅田駅周辺MMSデータ，渋谷駅周辺MMSデータ，新

百合ヶ丘市街地MMSデータに対して，提案手法を適用

した．いずれのデータも平面直角座標系（第6系及び

第9系）における，x，y，z座標値とRGB値や反射強度

などの属性情報から構成されるLASデータである．使

用した2台の計測器の諸元を表-21に示す． 

梅田駅周辺データは，大阪市北区の大阪梅田駅を

中心として，阪急中津駅付近から京阪中之島駅付近

までが対象地域である．対象地域には，片側4車線の

国道1，2号線を含む道幅が広い道路が多く存在する．

また，道路沿いの構造物として，高層ビルが多く存

在することも特徴である．前処理を行った後のデー

タセットにおける梅田のデータは4,100個である． 

渋谷駅周辺データは，渋谷駅北西部のスクランブ

ル交差点を中心に神宮通り，及び国道246号線沿いに

計測を行っている．データ中に含まれる道路は，ほ

とんどが道路幅15m以上，片道2車線である．街路樹

等の植生がデータ中に含まれる他，歩行者もデータ

中に含まれる．前処理を行った後のデータセットに

おける渋谷のデータは，688個である． 

新百合ヶ丘市街地データは，川崎市麻生区の新百

合ヶ丘駅を中心として，市街地のデータを取得した

ものである．市街地のデータには，街路樹などの植

生が多く存在する他，電柱などの構造物も多く存在

する．道路幅5m未満の1車線の狭い道路も多数存在す

る．新百合ヶ丘のデータは，10,012個である． 

3地点の対象データ（図-72）は，道路幅，路上構

造物，植生の有無等の点で非常に多様である．今回

は，このデータの内，座標値のみを圧縮対象とする．

まずは，対象のLASファイルを以下に示す手順で分割，

正規化する． 

まず，10m×10m×10mの範囲を切り出す．各LASデ

ータに対して，z軸の1m区切りで各区切り内の点数を

カウントする．各区切り内の点数が，全区切り中の

点数の平均値を超えるような区切りの内，z軸の値が

最も小さいものを仮想的な路面と考え，この区切り

から高さ10mまでを対象のzの範囲とする．続いて，

対象範囲をx， y座標で10m毎に分割し，2,048点以上

の点群がある範囲のみを取り出す．このデータに対

して，FPSによってサンプリングを行うことで，対象

データを得る．対象データはそれぞれ，各座標値の

平均が0になるようにしてから，ネットワークに入力

する．訓練データを13,320個，テストデータを1,480

個とした．また，λ=0.01，0.1，1.0の3種類のパラ

メータで学習を行った． 

 

・モデル構築 

学習したモデルを全テストデータに対して適用し

た後，地点ごとにテストデータを分けて検証した．

この時のデータ数は，渋谷80，梅田424，新百合ヶ丘

976であり，図-73以降においては，縦軸の値として，

以下に定めるmean-distanceを用いる．  
表-21 トリップチェインの分類結果 
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図-72 対象範囲及び点群データ例 

 

 

mean-distanceは， で表さ

れる量で，その単位はmである．ここでは，元点群と

復元点群間の誤差を表すと考える．全テストデータ

の結果では，モデルAの圧縮性能が最も悪くなってい

ることが分かる．モデルBは，同程度のbppで，モデ

ルAよりもmean-distanceが小さくなっている．また，

モデルCは，mean-distanceはモデルAと同程度で，よ

り大きな圧縮率を達成している．モデルAと比較して，

同程度のmean-distanceで，最大23.8%にまで，容量

を圧縮している．MMS取得データに対しても，

ShapeNetmの適用例と同じく，モデルDが最も高い圧

縮性能を示した．同程度のbppでのmean-distanceを

比較すると，およそ16%の誤差減少を達成している．

地点間の結果を比較すると（図-74），渋谷の結果で，

どのモデルも圧縮性能が悪化していることが分かる． 

また，梅田と新百合ヶ丘では，ほとんどのモデル

の圧縮性能が変わらないが，モデル D のみ，梅田の

データに対して，有意に性能が良いことが分かる．

復元された点群の可視化では（図-75，図-76），梅田

のデータにおいては，道路と道路脇の街路灯，及び

背丈の低い植生から構成されるデータである．これ

らの図で比較すると，モデル A～D 全てにおいて，道

路面は精度良く復元されていることが分かる．一方

で，街路灯については，最も精度良く復元できてい

るのはモデル D である．その他のモデルの復元結果

では，街路灯を認識することは難しい．また，植生

については，全てのモデルでその形状を正確に復元

することはできなかった． 

 
図-73 全データに対する各モデルの適用結果 

 

 

 
図-74 各データに対する各モデルの適用結果 

 

新百合ヶ丘のデータについては，地表面と植生か

ら構成されるデータである．復元の結果，全てのモ

デルで地表面を精度良く復元することができた．植

生については，モデルBが最も良く復元しており，続

いてモデルDの復元が良いことが分かる． 

考察としてまず，地表面の復元について考察する．

新百合ヶ丘のデータに対して， 地表面の復元精度を

比較した（図-77）．モデルA，Cは，地表面に対する

梅田 

渋谷 

新百合ヶ丘 

渋谷データ 

新百合ヶ丘データ 

梅田データ 
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上下のばらつきが大きい． 

また，モデルBは，左端で地表面から逸れた復元を

してしまっている．一方で，モデルDでは，地表面を

精度良く復元できている．この理由として，モデルD

では，畳み込みベースのエンコーダーによって，地

表面の形状を抽出するような表現を学習できたため

と考えられる． 

次に地点間の差異について考察する．梅田のデー

タに対する圧縮性能と新百合ヶ丘のデータに対する

圧縮性能を比較すると，モデルDのみ新百合ヶ丘のデ

ータに対する圧縮性能が有意に低下した．モデルB

の結果にこのような差異は見られないため，モデルD

のエンコーダーに起因する差異だと考えられる．モ

デルDのエンコーダーは，モデルAのエンコーダーと

異なり，近傍点の情報を畳み込む．この畳み込みの

際には，中心点に対する相対位置に対して，線形変

換を施す．そのため，近傍点までの距離が安定して

おり，点が均質に取得されている対象に対して，モ

デルAのエンコーダーは非常に有効である．今，梅田

の点群データと新百合ヶ丘の点群データを比較する

と，梅田のデータは，新百合ヶ丘のデータと比較し

て，ビルなどの構造物が多く，植生が少ない．ビル

は，平面的な構造を持つため，均質な点群を取得し

やすいと考えられる．そのため，学習を通じて，よ

り均質に点を取得できる梅田のデータに対する学習

が進み，近傍点までの距離が不安定な新百合ヶ丘の

データに対する学習が進まなかった可能性がある．

結果として，モデルDの新百合ヶ丘のデータに対する

圧縮性能が悪化したと予想される．また，ShapeNet

及びMMSから取得したデータに対して提案手法を適

用し，既存手法との比較を行った．Chamfer距離での

定量的評価，及び目視による定性的評価を通じて，

提案手法が既存手法よりも優れた圧縮性能を持つこ

とを確認した．また，優れた圧縮性能を示した理由

の一つとして，提案手法のパラメータ数が，既存手

法と比較して大幅に少ないことが挙げられる． 

これにより，過学習が起こりにくくなっている．

ここでは，変動係数を用いて，過学習の度合につい

ても定量的に示した．さらに，既存手法との比較を

通じて，提案手法が入力点数の増加に対して，圧縮

性能を保持できることを定量的に示した． 

 

 

 

 

 

 

 
図-75 梅田データに対する各モデルの適用結果 

 

 

 

 

 

モデル A 

モデル B 

モデル C 

モデル D 

元データ 
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図-76 新百合ヶ丘データに対する各モデルの適用結果 

 

 

 

 
図-77 地表面復元の比較 

 

 

これは，入力点数の増加に伴いパラメータ数が膨

大になるという，既存手法での欠点を改善するデコ

ーダーを構築した成果である．提案手法では，畳み

込みベースのエンコーダーを開発することにより，

既存手法では考慮されていなかった，近傍点間の関

係性を抽出することを目指した．ShapeNetへの適用

を通じて，提案のエンコーダーにより，局所形状を

抽出・復元できることを確認した．3次元点群データ

は，微細な形状を含む対象に用いられることが多い

ため，その圧縮において，対象の局所形状を抽出・

保存する性能は重要である．局所形状を抽出・保存

できることを検証したことにより，今後様々な対象

への応用が期待される．また，主にサンプリングの

有無の点で異なる2種類の畳み込みベースのエンコ

ーダーを適用し，局所形状の復元精度について検証

を行い，エンコーダーに対する知見を深化させた． 

以上のような成果を得た一方で，今後の圧縮性能

の向上には，以下のような課題が存在する．まず，

提案手法の適用を通して，多様な形状の特徴を抽出

できることを示した一方で，一つのモデルで表現で

きる形状には限りがあることが確認された．これに

対し，対象をセグメント化し，それぞれのセグメン

トに特化したモデルを学習することで，さらなる圧

縮性能の向上を図ることができると考えられる．例

えば，特定の座標値によるセグメント化や対象にウ

ェーブレット変換を施した周波数値などによるセグ

メント化が考えられる．また，提案手法では，保存

する特徴量ベクトルの長さを固定したモデルを構築

したが，入力データ毎に，その表現のために必要な

特徴量ベクトルの長さは異なると考えられる．より

少ない特徴量で表現できるデータについては，その

特徴量ベクトルが冗長になっており，さらなる圧縮

が可能である．そこで，特徴量ベクトルのL1ノルム

などを制約として誤差関数に加えることで，よりス

パースな特徴量になり圧縮性能の向上が期待できる． 

 
・まとめ 

3次元点群データに対する汎用的な非可逆圧縮手

法の開発においては，深層学習ベースの非可逆圧縮

モデル A 

モデル B 

モデル C 

モデル D 

元データ 

モデル A 

モデル B 

モデル C 

モデル D 
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手法を開発した．まず，エンコーダーにおいて，入

力の3次元点群データから特徴量ベクトルを抽出す

る．ここで，深層学習における強い非線形性を有し

た変換を行うことにより，多様な入力の形状に対し

て，汎用性の高い手法となる．また，抽出された特

徴量に量子化を施し，算術符号化によって更なる圧

縮を行った後，データを保存する．復元時には，デ

コーダーによって，復号化された特徴量から元点群

を復元する．圧縮後のデータ量と復元精度の重み付

け和を最小化することにより，エンコーダーとデコ

ーダーのパラメータを学習する．これにより，入力

データの形状を復元するための有効な特徴量の表現

を学習する．提案手法を，オープンなベンチマーク

データセットであるShapeNetのデータセット，及び

MMSから取得した道路空間のデータという，規模や形

状が異なる対象に適用した．いずれのデータに対し

ても，提案手法は一定の圧縮性能を達成し，その汎

用性の高さを示した． 

 

3．3 自動走行対応型道路ネットワーク整備計

画評価・認証ガイドラインの作成 
 
(1) 目的 
急速に技術開発が進展している自動運転技術は，

人間による運転と比較してより安全で円滑な運転を

実現することが期待され，将来的には，自動運転技

術を活用して，わが国で生じている道路交通に関す

る様々な課題を解決することが望まれている．例え

ば，自治体では，自動走行サービスの導入により，

コミュニティバス，デマンドタクシーの拡充や自治

体負担の軽減，移動サービス新設時の負担軽減など

が期待できる．自動走行サービスの導入・普及に向

けては，２章に示した通り，自動走行対応型道路ネ

ットワーク整備計画の策定を行うことで，自動走行

対応型道路ネットワークの適切かつ着実な整備の実

現が期待できる．これに加え，策定した整備計画内

容の妥当性を評価すること，計画に対して認証を行

い計画実現に向けた財政的支援を行うことが，それ

ぞれ必要であると考えられる事から「自動走行対応

型道路ネットワーク整備計画評価・認証ガイドライ

ン」を作成した． 

 
(2) 評価・認証ガイドラインの構成 
自動走行対応型ネットワーク整備計画の評価は，

投資効率性の評価と事業採算性の評価の２種類の評

価を行うものとする．この際，投資効率性の評価に

あたっては，図-78に示すように既存の３便益に加え

て，貨幣換算可能な新たな便益，貨幣換算が困難な

新たな効果も含めて評価を行うものとする． 

ガイドラインにおいては，図-79に示すような，実

証実験や調査により得られたデータに基づき開発さ

れた自動走行サービスの導入評価・運営支援手法を

用いて，自動走行対応型ネットワーク整備計画の内

容を評価し，認証を行う手順を示すものとして策定

する．自動走行対応型道路ネットワーク整備計画評

価・認証ガイドラインを用いた検討手順としては，

図-80に示すエリア分類を踏まえた評価モデルの選

定，各モデルを用いた評価の実施，認証の実施の３

段階の構成とした． 

 
(3) 具体的検討方法 

整備計画で定めた内容に基づき，対象地域が該当

するエリア分類を確認する．定義されたエリア分類

に基づき，評価モデルの基本パッケージを図-81の選

択肢から選定する．なお，実際に導入する交通サー

ビスが基本パッケージで位置付けている交通サービ

スと異なる場合は，適切に評価を行えるように，適

宜モデルを取捨選択するものとする．基本パッケー

ジで位置付けている各モデルの概要を表-23に示す

が，各モデルは，交通サービスのオペレーション内

容設定，投資効率性の評価，事業採算性の評価，自

動走行を支える基盤の評価に用いることができる． 

出力されたアウトプットデータを用いて，自動運

転交通サービスの導入に伴う投資効率性評価と事業

採算性評価に用いる指標として，表-22に示す評価指

標を算出する．投資効率性評価のうち，便益に関す

る評価指標については，貨幣換算可能な便益指標と

貨幣換算が困難な新たな便益指標が存在するが，そ

の双方を算出するものとする． 
 

表-22 各評価モデルを用いて算出する評価指標
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図-78 必要となる道路投資を認証する枠組み 

 

 
図-79 自動走行型道路ネットワーク整備計画評価・認証ガイドラインの全体像 
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図-80 自動走行型道路ネットワーク整備計画評価・認証 

ガイドラインの構成 

 

 

 

 

表-23 各評価モデルの概要 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-81エリア別の評価モデルの基本パッケージ 
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第４章 次世代モビリティプラットフォームの検討 
 

4．1 プラットフォーム構築に向けた基礎研究 
(1) プラットフォームのあり方検討 

自動走行に対応すべき道路機能の評価や，道の駅

を拠点とした自動走行導入による地域生活・地域経

済への影響評価が可能な「次世代地域モビリティプ

ラットフォーム」の基礎的仕様について検討した． 

「次世代地域モビリティプラットフォーム」は，

次世代型交通計画評価のための基盤となるデータ・

コードに関するプラットフォームと，そのデータを

用いた一次データ処理ツール，計画・設計評価モデ

ル，サービスモデル（アプリケーション）から構成

されると想定し検討を行った（図-82）．  

(2) プラットフォームのプロトタイプ構築 
本研究において得たデータ群，ツール・モデル群

等を用いて「次世代地域モビリティプラットフォー

ム」のプロトタイプを構築（図-83）． 

プロトタイプは，評価プラットフォームのインタ

ーフェイスや各種データ（国土交通調査が実施した

「中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運

転サービス実証実験」における自動運転の実験車両

のMMSから収集される点群データや，ドライブレコー

ダー情報，自動走行サービス利用者のアクティビテ

ィデータ等がデータ）やコード（経路選択モデル，

行動モデル，シミュレーションモデルのソースコー

ド）等を検索，ダウンロードするための基本構成の

検討を行った（図-84）． 

 
4．2 プラットフォーム構築 
(1) サーバー環境の構築 
レンタルサーバー上にサーバー環境を構築し，各 

種デバイスの設定を行った（図-85）． 

サーバー環境は，PrivateSegmentとDMSSegmentの

領域を分ける構成としている．PrivateSegmentはデ

ータベースサーバを置く場所なので直接外部からア

クセスできない領域とし，DMZSegmentはWebサーバー

やファイルサーバを利用するため外部からのアクセ

スが出来る領域としている．Firewallでは不要なポ

ートなどを開放しないように，不正アクセスを防ぐ

役割をしている． 

(2) データやコードを共有する仕組みの検討 
プラットフォームのデータやコードにアクセスす

る利用者は，一般的にどのようなデータやコードが

収録されているか，データの対象地域，年次，フォ

ーマット，データ量などの情報を把握し，利用目的

に合致するデータを入手したいというニーズがある．

一方で，多種多様なデータの収録を考えると民間の

ビッグデータの有料提供やデータ加工サービス等の

有料サービスの提供も視野に入れた柔軟なシステム

設計が求められ，データの閲覧者の限定などのアク

セス権（アクセス権，アクセス期間）などの設定を

 
図-82 プラットフォームのイメージ 

 
図-83 「次世代地域モビリティプラットフォーム」の 

プロトタイプ構成 

 
図-84 プロトタイプトップページ 

 
FireWall：不正アクセス防止 

DataBase server：各種データの格納に利用 

Web server：ポータルサイトAPI機能に利用 

File server：関係者間のファイルの相互受渡利用 

VCS server： Version Controll System開発ソースの管

理に利用 

図-85 システム構成図 
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行える事や，管理上，外部からの不要なサーバーへ

の攻撃を避けるため，WebAPI の利用者を限定したい

などのニーズも想定される．利用者と管理者のニー

ズと必要な情報・機能を分類する． 

プラットフォーム構築においては上記の認識から，

「無闇に排除しない」と「データセキュリティの確

保」を両立する点に留意し，誰もがPFへアクセス可

能な仕組みとして，オープン領域とファイル，デー

タ毎にアクセス権を設定し，ログインをすることで

アクセス可能な領域であるクローズ領域を設定し，

これらを検索インターフェイスにより切り替える設

計を行った（図-86）． 

(3) WebAPIおよびバックエンド機能の構築 
プラットフォームは，データを検索しダウンロー

ドによるデータの共有機能の他に，管理者の作業と

して，ファイルの整形，登録情報の整理，データの

サーバーへの取り込みがあり，これらのデータをプ

ラットフォームに取り込みを行った際には，個人情

報等の秘匿処理，特異データのクレンジング処理，

検索やダウンロードなどのリクエストに高速にレス

ポンスするための１次集計処理などが必要となる．

また，リアルタイム性の高いデータ処理やデータ交

換に対するユーザーニーズもあり，このようなリク

エストにはWebAPIによるリクエストとサーバーによ

るレスポンスが必要となる．ここではこれらの要求

に対する機能を検討し，プラットフォームへの実装

を行う（図-87）． 

(4) インターフェイスの検討 
データやコードの利用者は，プラットフォームに

収録されているデータの対象地域，年次，フォーマ

ット，データ量などの情報を把握し，利用目的に合

致するデータを入手したいというニーズを持ってい

る．一方，多種多様なデータの収録を考えると，民

間のビッグデータの有料提供やデータ加工サービス

等の有料サービスの提供も視野に入れた柔軟なシス

テム設計が求められ，データの閲覧者の限定など 

アクセス権（アクセス権，アクセス期間）を設定で

きることや，外部からの不要なサーバーへの攻撃を

避けるためにWebAPIの利用者を限定することなど，

セキュリティ確保の措置が必要になる．このため，

アクセスが自由なオープン領域とログインが必要な

クローズ領域を設け，オープン領域には収録データ

のリストや仕様，オープンデータを収録，クローズ

領域では，ファイルやデータ毎のアクセス権を個人

単位で設定できるようにするとともに，WebAPIの利

用には登録ユーザーに紐づくAPI Keyを発行するな

ど，アクセス権の管理を可能とするシステムを開発

した．プラットフォームのインターフェイスとして，

利用者が検索によって必要なデータやコードにアク

セスするための機能と，管理者がデータの登録やデ

ータの加工を行う機能を実装した．また，データの

検索には，利用者が直感的にデータにアクセスでき

るように「マップ検索」と「キーワード検索」の２

つのインターフェイスを準備した(図-88， 図-89)． 

検索インターフェイス
マップ検索、キーワード検索、データカテゴリ絞り込み検索

オープン領域 クローズ領域
・個⼈情報上ライセンス上問題の無いデータ
・全データのカタログ
（カタログ掲載許可のありのデータ表⽰）
・データ仕様書、API等の仕様書

・ログインするとアクセス可
・利⽤者の限定が必要なデータ・システム
・アクセス権が個別設定されたデータ

Aさんは⾒れるがBさんは⾒れない
・WebAPI

データ
仕様書

API
仕様書

データ
カタログ

データ
仕様書 データ

オープン
データ

Web
API

研究開発時はbasic認証

研究開発時はNgrm研究会メンバー限定

など など

 
図-86 プラットフォームの基本設計 

 

 

 
図-87 WebAPIとバックエンド機能のイメージ 

 
 

マップ検索に戻る

対象データの
リストアップ

 
図-88 マップ検索画面 

 

 

 

 

 
図-89 キーワード検索画面 
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プローブパーソン(PP)調査データは，トリップ目

的，交通手段等の情報と GPS による行動軌跡を把握

する調査であり，評価モデルの構築に有益なデータ

である．一方で，データ規模が大きくなることなど

から，データ処理の利用者負担が発生ため，負担を

軽減する WebAPI を実装するとともに，WebAPI の利

用方法とコードサンプルを公開する機能をプラット

フォームに盛り込んだ（図-90）．また，利用者が新

規に PP 調査データを格納する事を想定し，データの

品質を担保するためのデータクレンジングに関する

機能を実装した．実装を行った項目は，重複データ

の削除機能，誤差の大きいデータの削除機能，特異

点データの削除機能等である． 

(5) データ及び評価モデルの搭載 
本研究で得られた調査データについて，プラット

フォームへ追加格納を行った（表-24）．また，新道

路技術開発において自動運転をテーマとする本プロ

ジェクト(原田プロジェクト)と有村プロジェクトに

おいて開発された評価モデルを表-25のように整理

プラットフォームに格納する．入出力データ及び実

行プログラムの格納を基本としているが，本研究外

にて作成され，本研究で利用プログラム等の知的財

産を含む場合は，評価モデルに関する概要とモデル

に関する問い合わせ先を収録した．また，自動走行

対応型ネットワーク整備計画が全国各地で計画され

る事を勘案し，「自動走行対応型ネットワーク整備計

画検討ガイドライン」及び「自動走行対応型ネット

ワーク整備計画評価・認証ガイドライン」について

も，プラットフォームに収録した（図-91）． 

ログイン時に表示

APIサンプルコードページ

 
図-90 API仕様書およびサンプルコードの公開ページ 

 
図-91自動走行対応型ネットワーク整備計画検討 

ガイドラインの紹介メージ 

表-24 収録対象としたデータ 

 
表-25 収録対象とした評価モデル 
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第５章 研究成果のとりまとめ 
 

5．1 研究成果のまとめ 
本研究における主要な成果を以下にまとめる． 

 （第２章）自動走行対応型道路ネットワーク整備

計画の検討として，最新の技術や研究動向に関す

る基礎調査を行った．基礎調査においては，既存

研究のレビュー，企業等へのヒアリングにより最

新動向を聴取した．また，国内外の自動運転サー

ビスに関する調査を実施し，動走行サービスの展

開状況，サービス内容等に関する事例を収集した．

また，自動走行対応型ネットワークが道の駅を活

用して転換される事から，道の駅の運営実態調査

を行い，道の駅を活用した自動走行サービスにお

けるコストシェアの可能性について把握した． 

また，上記の調査結果を参考に「自動走行対応

型ネットワーク整備計画」の素案を検討し，道の

駅を活用した自動走行ネットワーク整備計画を

立案するための「自動走行型道路ネットワーク整

備計画ガイドライン」の作成を行った． 

 

 （第３章）自動走行対応型ネットワーク整備計画

の立案後，道の駅等を活用した自動走行サービス

の評価のための各種モデルの構築を行うために，

実証実験を通じた調査評価手法の検討を行った．

調査は，オールドニュータウンにおける自動走行

型移動サービスの導入に向けた調査，都心部にお

けるバレーパーキングの導入に向けた調査，道の

駅の行動調査について実施した．オールドニュー

タウンにおいては，高齢化が進展し，マイカーで

の移動が困難になる住民を対象とした交通日記

調査やアンケート調査を実施した．また，都心部

におけるバレーパーキングの導入に向けた調査

では，都心部へ流入する自動車交通のドライバー

に対して，都心部のフリンジにおけるバレーパー

キングの利用と都心部のラストワンマイルの移

動手段として自動走行交通サービスを組み合わ

せて導入する際の利用意向調査及び，ドライバー

を対象としたGPS調査を実施した．道の駅に関す

る行動調査においては，全国４箇所の道の駅周辺

住民に対してアンケートを行い，日常移動に関す

るダイアリー調査を行うとともに，営農者につい

ては，道の駅を活用した自動走行貨客混載サービ

スが導入された場合における利用意向に関する

アンケート調査を実施し，道の駅周辺における移

動ニーズや地域産品の集出荷実態と貨客混載交

通への期待や利用意向を把握した．自動走行サー

ビスの評価モデルとしては，６つの評価モデルの

構築を行った． 

 

 

１） 交通・都市活動への影響評価が可能なマイ

クロシミュレーションモデルを構築し， 

２） 自動運転サービス導入に係るコストシェ

ア方策の検討については，道の駅や周辺施

設との自動走行公共交通のコストシェア

の可能性を示した． 

３） 貨客混載型自動走行サービス評価モデル

では 

４） 貨客混載利用意向評価モデル 

５） オールドニュータウンでの自動走行デマ

ンドサービス評価 

６） 時系列3次元点群データを用いた異常事

象・変化認識手法 

また，上記のモデルを活用した評価手法のフレー

ムワークを提示することが自動走行サービスの実

現性を高めることから，「自動走行対応型ネットワ

ーク整備計画」を評価する際の考え方・手順を示

した「評価・認証ガイドライン」を作成した． 

 

 （第４章）次世代モビリティプラットフォームの

検討においては，プラットフォーム構築に向けた

基礎研究として，プラットフォームにあり方を検

討するとともにプラットフォームのプロトタイプ

を作成し，運用を通じた改善点の把握を行った．

プラットフォームの構築については，プラットフ

ォームの要件や機能を満たすサーバー環境の構築

を行うとともに，データやコードを共有する仕組

みやAPIを実装した．また，プラットフォームの管

理を容易にするための工夫として，バックエンド

のインターフェイスについても構築した．プラッ

トフォームのデータやコードについてはマップや

リストで検索可能なインターフェイスを実装した．

また，本研究において行った各種調査や評価モデ

ルをプラットフォームに格納し，本成果を元に発

展的な研究が行える環境整備についても行った． 

 

5．2 研究成果の活用に向けて 
本研究では計画の検討・評価・認証に関する一定

のフレームワークを提示したが，実際に計画を立案

する際には，自動走行に関する技術の進展，各地域

の特性・課題・実現すべき将来像を十分に議論し，

地域へ様々なストック効果が発現する計画となるこ

とが望まれる．表的な効果を計測するための評価モ

デルについては，プラットフォームに収録するデー

タや評価モデル等を用いてモデルが発展していくこ

とにより，今回取り扱っていない効果項目・領域に

ついても計測できるようになることが望まれる． 
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